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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

ワーク・ライフ・バランス推進事業費

・既存の市の取組である市民向け各種講座や、「まつえワーク・ライフ・バランス推進ネットワーク※」との連携に
より、企業と市民それぞれに向けた効果的な意識啓発を展開する。
・働きやすく働きがいのある職場づくりへの意識醸成を図るため、市内事業所に向けた「まつえワーク・ライフ・バ
ランス推進ネットワーク」への加入促進及び啓発事業や研修会を行う。
※まつえワーク・ライフ・バランス推進ネットワーク
経済界、労働界、教育機関、行政が共同で行った「まつえワーク・ライフ・バランス推進宣言」に賛同し、ワーク・
ライフ・バランス推進に積極的に取り組む事業所が会員となっており、R7.1.23現在で182事業所が加入している。

(数値目標の目標年度)
「男性の育児休業取得率(%)」：2029(R11)年度
「男性の育児・介護休業に肯定的な市民(%)」：2026(R8)年度

〇男性の家事・育児等への参画
促進
・啓発ポスターの展示、各種イ
ベントでのパネル展示を行った
。
・各種情報誌を活用した啓発、
男性向け講座を実施した。
〇誰もが働きやすい職場環境づ
くり
・育児、介護等と仕事の両立に
対する職場内の理解を深め、働
きやすい職場環境づくりを進め
ることを目的としたセミナーを
開催した。

〇男性の家事・育児等への参画促進
・男性の家事・育児参画促進に向けた
連続セミナーの実施
・啓発ポスターの展示、各種イベント
でのパネル展示
・各種情報誌を活用した啓発の実施
〇誰もが働きやすい職場環境づくり
・仕事と介護の両立支援に向けた連続
セミナーの実施
・まつえワーク・ライフ・バランス推
進ネットワーク加入促進

〇男性の家事・育児等への参画促
進
・啓発ポスターの展示、各種イベ
ントでのパネル展示
・各種情報誌を活用した啓発、男
性向け講座の実施
〇誰もが働きやすい職場環境づく
り
・各種セミナーの実施
・まつえワーク・ライフ・バラン
ス推進ネットワーク加入促進

・男性が家事・育児等に参画するためには、男性本人
の意識だけでなく、その男性を取り巻く経営者・上司
・同僚・家族・地域住民といった全ての市民の理解が
必要となる。引き続き、男性の家事・育児等への参画
に理解を示し、応援するような市民意識の醸成に向け
た意識啓発を全市に展開していく。
・誰もが様々なライフイベントと仕事を両立し、健康
に働き続けることができる職場づくりに向けて、各種
制度の情報提供やセミナー等による意識啓発を進める
。

・R2年実施の市民意識調査では、「男性の育児・介護
休業取得に肯定的な市民の割合」が82.8%と高い結果と
なった一方で、上司や同僚等に迷惑をかけることへの
遠慮や収入面の不安などから育休を取得しない男性も
多い。
・ワーク・ライフ・バランスを実現していくに当たっ
ては、職場環境の改善や意識改革など課題が多岐に渡
るため、まつえワーク・ライフ・バランス推進ネット
ワークをはじめ、国・県などの関係機関と連携し、取
組みを進めていく必要がある。

性別にかかわりなく、誰もが自身が望むワー
ク・ライフ・バランスを実現し、活躍するこ
とができるまちをめざす。

・男性の家事・育児・介護等への参画促進に向け
た市民意識の醸成、並びに男性の育児休業取得率
の向上をめざす。
・官民一体となって、誰もが仕事と家庭生活を両
立し、活躍することができる職場づくりを推進す
る。

男性の育児休業
取得率（％）

男性の育児・介
護休業に肯定的
な市民（％）

まつえWLB推進ネ
ットワーク加入
事業所数

46.0

81.7

182

50

87.5

192

78

90

202

78

90

202

0
0 1,433

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

ワーク・ライフ・バランスの推進

4月～3月

4月～3月

5月

8月～9月

10月～11月

10月

11月

まつえWLB推進ネットワークへの加入促進

各種情報誌等を通じた意識啓発、情報提供

まつえWLB推進ネットワーク総会

男性の家事・育児参画促進セミナーの開催

仕事と介護の両立支援セミナーの開催

情報誌「プリエール」特別号発行

「働き方改革」の啓発活動（懸垂幕の掲出等）

報償費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

54

193

222

956

8

市民部人権男女共同参画課

1,433
506

0
927

1,433

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

市民部人権男女共同参画課　ワーク・ライフ・バランス推進事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

共創の状況

総合計画実施計画

子育てＡＩコンシェルジュ事業費・子育て情報発信強化事業費

子育てに関する疑問や悩みをLINEで24時間いつでも相談できる環境を提供する。また、登録者に対し子育て
に関する情報発信を定期的に行い、支援策等の浸透を図る。

＜子育てAIコンシェルジュ事業
＞
・相談機能の精度向上 
・母子健康手帳発行時に市役所
の各種窓口にてチラシを配布 

・子育て情報及び庁内他課から
の情報を配信
・利用者アンケートを実施
＜子育て情報発信強化事業＞ 

・松江の子育て施策のイメージ
向上のため、子育て情報発信キ
ャラクターによる動画を作成

＜子育てAIコンシェルジュ事業＞
・相談機能の精度向上を図る。 
・母子手帳発行時に市役所の各種窓口
にてチラシを配布する。 
・子育て情報及び庁内他課からの情報
を配信する。
・利用者アンケートを実施する。
＜子育て情報発信強化事業＞ 
・R7年度に作成した動画を市内各園に
配布し、こどもや保護者にキャラクタ
ーの浸透を図ることで、松江の子育て
施策のイメージ向上につなげる。

＜子育てAIコンシェルジュ事業＞

＜子育て情報発信強化事業＞ 
・相談機能の精度向上を図る。 
・母子手帳発行時に市役所の各種
窓口にてチラシを配布する。 
・子育て情報及び庁内他課からの
情報を配信する。
・利用者アンケートを実施する。

・子育てAIコンシェルジュの相談機能の精度向上
と情報発信の充実を図るとともに、利用者を増や
すための周知啓発を行う。
・わかりやすい内容となるよう、ホームページの
更新を行う。

・より多くの情報発信及び相談機能のより高い回
答精度が求められている。
・子育て支援策のわかりやすい情報提供が求めら
れている。

・子育てと仕事の両立の困難さを解消する。
・子育てに困っても誰にも相談できない「ワン
オペ育児」を解消する。
・松江市の子育て支援策等をよりわかりやすく
市民へ伝える。

子育てに関する悩みや疑問について24時間相
談できる環境を整備する。
子育てに関する情報発信を行い、支援策等の
浸透を図る。

子育て支援策の
満足割合（％）

AIコンシェルジ
ュ利用者の満足
割合（％）

AIコンシェルジ
ュ登録者数（人
）

61.95

85.9

2,952

80

88

3,500

80

88

4,000

80

88

4,000

3,375
0
0

1,691
1,684
3,375 3,375

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

子育てAIコンシェルジュ事業・子育て情報発信強化事業

11月

12月

3月

随時

随時サポートEXの実施

利用者アンケートの実施

次年度へ向けてFAQの見直し

相談機能FAQの追加・修正

子育てに関する情報発信

委託料

使用料及び賃借料

3,177

198

こども子育て部こども政策課

3,375
0
0

1,687
1,688

3,375

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども政策課　子育てＡＩコンシェルジュ事業費・子育て情報発信強化事業
費令和7年度

その他（協力、連携など）

第3次総合戦略
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

子ども医療費助成

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029（R11）年度

①0歳〜中学3年生までの通院、入院及び薬局等に係る健康保険自己負担分の全額を助成
　・県制度に上乗せ・拡大助成（市独自事業）
②高校生年代の通院、入院に係る健康保険自己負担分の一部を助成（市単独事業）
　自己負担額（1ヶ月・1医療機関）　通院：1割（上限1,000円）　入院：1割（上限2,000円）　薬局等：無料
③高校生〜20歳未満（慢性呼吸器疾患等16疾患群該当者で一定の要件を満たす者）の入院に係る健康保険
　自己負担分の一部を助成
　・県制度に上乗せ（市独自事業）

医療費助成を継続
県制度へ上乗せ・拡大助成
・中学3年生まで自己負担無料
　※R6年4月から中学生の通院
　　費も自己負担無料

医療費助成を継続
県制度へ上乗せ・拡大助成
・中学3年生まで自己負担無料
・助成対象年齢を高校生年代
　まで拡大
　自己負担額(1ヶ月･1医療機関)
　通　院：1割(上限1,000円)
　入　院：1割(上限2,000円)
　薬局等：無料
・拡大対象者数　約5,500人
　

医療費助成を継続
県制度へ上乗せ・拡大助成
・中学3年生まで自己負担無料
・高校生年代
　自己負担額(1ヶ月･1医療機関)
　通　院：1割(上限1,000円)
　入　院：1割(上限2,000円)
　薬局等：無料

・子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、安心し
　て子どもを産み育てながら住み続けていただく
　ために子ども医療費助成を継続して実施する。
・子育てしやすい社会の実現のため子育て環境の
　改善のひとつである子ども医療費助成について
　地域間格差が生じないよう引き続き国県に対し
　要望していく。

・子育て環境における「医療費」に関する市民の
　関心は高い。
・助成内容については自治体間で差異があり、近
　年、助成対象範囲は拡大傾向にある。
・子ども医療費助成は国を挙げた取組が必要であ
　る。

子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子ど
もの疾病の早期発見及び早期治療を促進し、
もって子どもの健全な育成及び安心して子ど
もを生み育てることができる環境づくりを促
進する。

子育て世代の経済的負担の軽減
子どもの健全育成

子育て支援策の
満足割合（％）

61.95 80 80 80

903,184
313,585

38,879
550,720
903,184 993,891

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

子ども医療費助成事業

4月～3月 申請受付、医療費助成

報酬

職員手当等

共済費

旅費

需用費

役務費

扶助費

3,872

1,620

944

20

466

28,852

958,117

こども子育て部子育て給付課

993,891
402,575

44,565
546,751

993,891

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部子育て給付課　子ども医療費助成令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

訪問型子育てサポート事業費

（数値目標の目標年度）
利用件数、子育てホームサポーターの数、子育て支援策の満足割合（こども1人以上、40代まで）：2029（R
11）年度

妊娠中や就学前の子育て家庭で一時的に支援が必要な時に、市が委託した事業所から、子育てホームサポー
ターを利用者の自宅に派遣して、有償で家事援助やこどもの世話などの支援を行う。
〈実施事業所〉
公益社団法人　松江市シルバー人材センター
特定非営利活動法人　ケアサービス松江
有限会社　まごころサービス松江センター

・事業所に事業を委託し、妊娠
中や子育て中の家庭に子育てホ
ームサポーターの派遣を実施
・多くの親子が利用できるよう
、母子手帳アプリ「母子モ」や
ＡＩコンシェルジュ等を活用し
、周知活動を行った。
・市報や市ホームページ、子育
て自主サークル、ファミリーサ
ポートセンター等で事業や事業
所、子育てホームサポーター募
集等の周知を行った。

・事業所に事業を委託し、妊娠中や子
育て中の家庭に子育てホームサポータ
ーの派遣を行う。
・多くの親子が利用できるよう、より
効果的な周知活動を行う。
・利用者の利便性を高めるため、登録
方法等の検討を行う。

・事業所に事業を委託し、妊娠中
や子育て中の家庭に子育てホーム
サポーターの派遣を行う。
・多くの親子が利用できるよう、
より効果的な周知活動を行う。
・利用者の利便性を高めるため、
登録方法等の検討を行う。

・母子手帳アプリ「母子モ」やＡＩコンシェルジ
ュ等も活用し、周知活動を行うとともに、利用者
の利便性を高めるため、登録方法等の検討を行う
。
・子育て支援センターの各種講座や子育て自主サ
ークル、民間事業者、ファミリーサポートセンタ
ー（まかせて会員、おねがい会員等）と連携して
、事業の紹介やサポーター募集の呼びかけを行い
、利用者及びサポーターの増に繋げる。

・事業内容や利用方法が分かりにくい。

子育て中の親の孤立防止と育児の悩みや不安
を緩和し、安心してこどもを産み育てられる
環境づくりをすることで、こどもの健やかな
育ちを支える。

子育て世帯の育児不安の緩和や解消、虐待等
の早期発見につなげる。

利用件数（件）

子育てホームサ 
ポーターの数（ 
人）

子育て支援策の 
満足割合（％）

550

71

61.95

600

89

80

600

92

80

600

100

80

750
240

510
750 1,013

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

訪問型子育てサポート事業

通年

通年

サービスの提供

サポーター認定

需用費

役務費

委託料

負担金補助及び交付金

59

78

780

96

こども子育て部こども家庭支援課

1,013
506

507

1,013

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　訪問型子育てサポート事業費令和7年度
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目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

産前・産後ケア推進事業費

（数値目標の目標年度）
健診（4か月児健診）時にうつ気分がない人の割合:2029(R11)年度、子育て支援策満足割合(こども1人以上、40代まで
):2029(R11)年度　

1.妊娠期支援（プレパパ・プレママ教室）
妊娠・出産に対する意識を高めることができる場を提供する。
2.産後ケア事業
産後1年未満の母親と乳児で、産後に心身の不調や育児不安等がある方に対して助産師が心身のケアや育児支援等を行
う。
3.多胎児養育家庭サポート事業
多胎児家庭への家事援助や育児サポート等を行う。

1.妊娠期支援
　プレパパ・プレママ教室を実
施　(年12回×10組)

2.産後ケア事業
　通所型(委託先6カ所)、訪問
型、宿泊型(委託先2カ所)、温
泉型(委託先5カ所)を実施

3.多胎児養育家庭サポート事業
　　通年実施

1.妊娠期支援
　プレパパ・プレママ教室を実施　(年
8回×15組)

2.産後ケア事業
　通所型(委託先8カ所)、訪問型、宿泊
型(委託先2カ所)、温泉型(委託先6カ所
)を実施。
新たに集団型(委託先1カ所)を開始。

3.多胎児養育家庭サポート事業
　通年実施

1.妊娠期支援
　プレパパ・プレママ教室を実施
　(年8回×15組)

2.産後ケア事業
　通所型(委託先9カ所)、訪問型、
宿泊型(委託先2カ所)、温泉型(委
託先6カ所)、集団型(委託先1カ所)
を開始。

3.多胎児養育家庭サポート事業
　通年実施

・委託施設の拡充に向け、引き続き公募や関係機関へ
の働きかけ等を行う。
・宿泊型の利用時間や利用料等の見直しを行う。
・同時に複数の利用者へ対応できる集団型産後ケアを
実施する。
・温泉型に父親の参加（自費）も認めるとともに、政
策モニターへの協力を依頼する。

　　

・産後ケアは、対象月齢の引き上げや利用日数の
拡充に伴い利用者が増えており、希望日時にケア
を受けられないことがある。
・宿泊型は利用者増に加え、1回の利用時間（31時
間）が長く施設スタッフの負担が増えている。
・周産期の子育て支援施策として父親へのアプロ
ーチが弱い。

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支
援を実施し、安心して子どもを産み育てられ
る環境をつくる。

妊産婦への相談支援並びに退院後の母子への
心身のケア、育児支援を行い、育児不安・育
児負担の軽減を図る。

健診時にうつ気
分がない人の割
合（％）

子育て支援策の
満足割合(％)

74.5

61.95

81

80

82

80

85

80

33,906
22,672

3,693
7,541
33,906 46,635

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

産前・産後ケア推進事業

年8回

通年

通年

通年

通年

月1回

通年

プレパパ・プレママ教室実施

産後ケア事業（デイサービス型）の実施

産後ケア事業（訪問型）の実施

産後ケア事業（宿泊型）の実施

産後ケア事業（温泉型）の実施

産後ケア事業（集団型）の実施

多胎児養育家庭サポート事業の実施

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料2,112

810

487

5,603

20

121

286

37,196

こども子育て部こども家庭支援課

46,635
31,500

4,541
10,594

46,635

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　産前・産後ケア推進事業費令和7年度
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松江市総合計画
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要
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達成度
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歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期
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歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

医療的ケア児支援事業費（公立）

医療的ケア児を公立保育施設で受け入れるために配置する看護師等の人件費等。
令和７年度予定：公立保育所等２名
（令和７年度要求から私立保育所等での受け入れは特別保育事業費に計上）
財源：保育対策総合支援事業費補助金	医療的ケア児保育支援事業
　　（補助率：国2/3　※嵩上げを見込んだもの）
※令和7年度要求より科目名称変更（医療的ケア児支援事業費→医療的ケア児支援事業費（公立分））

幼保園1園で医療的ケア児を受
け入れた。

公立保育所等2園で医療的ケア児を受け
入れる。

公立保育所等2園で医療的ケア児を
受け入れる。

関係機関と密に連携をとりながら、今後の安定し
た受け入れ態勢の構築を目指す。

医療技術の進歩に伴い、医療的ケア児が増加して
おり、医療的ケア児の保育ニーズが高まっている
。
医療的ケア児及びその保護者の意思を最大限に尊
重し、各児の心身の状況に応じた適切な支援が受
けられるよう、また医療的ケア児がその他の児童
と共に保育や教育を受けられるよう、市は受入体
制を構築し、関係機関が連携していく必要がある
。

医療的ケア児が保育施設において心身の状況
に応じた適切な支援を受けられるようにする
ことにより、医療的ケア児の日常生活支援の
向上と、その家族の離職の防止を図る。

医療的ケア児を公立及び私立の保育施設で受
け入れるための体制や環境を整備し、適切か
つ安全に保育を提供する。

受け入れ件数（
件）

1 2 2 3

0
0 19,452

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

医療的ケア児保育事業

令和7年4月

受入以降随時

随時

医療的ケア児（継続）受入

必要に応じて既受入児に関するケース会議を開催

新たな受入希望があった場合、必要に応じてケース会議
を開催

報酬

職員手当等

共済費

旅費

需用費

11,849

4,544

2,871

120

68

こども子育て部保育所幼稚園課

19,452
7,053

12,399

19,452

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部保育所幼稚園課　医療的ケア児支援事業費（公立）令和7年度
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目的（何のために）
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要

事
業
計
画

達成度
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課
題

方
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性

実施内容時期
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歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

児童虐待予防対策事業費

（数値目標の目標年度）
要保護児童人数[4～3月]:2029(R11)年度 、子育て支援策の満足割合(こども1人以上、40代まで):2029(R11)年度、 親子関係形成支
援を行う児童実人数:2029(R11)年度

令和5年4月に子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを統合した、こども家庭センターを設置し、家庭等からの相
談を受けて、妊娠期から切れ目なく児童が心身ともに健やかに育成するための支援を行う。（児童福祉法第10条の2）
また、児童虐待の通告窓口として（児童虐待の防止等に関する法律第6条）、調査・安全確認・相談等を行うとともに、松江市要保
護児童対策協議会の調整機関として（児童福祉法第25条の2）要保護児童等（要保護児童・要支援児童・特定妊婦）の早期発見や適
切な保護・支援を図ることを目的に、児童相談所等の関係機関と連携し、情報共有と支援内容の進行管理等を行う。 
令和7年度からの新たな取組みとして、こどもとの関わり方に悩みを抱える保護者等に、講義やグループワーク、保護者同士の情報
交換の場を設けるなどの支援を行う「親子関係形成支援事業」を実施する。

【要保護児童対策協議会】
  代表者会議：1回
  実務者会議：8回
  個別事例検討会議：155回
【児童虐待防止セミナー】
  実施回数：2回（計85人）
【出前講座】
  実施回数：2回（計33人）

【要保護児童対策協議会】
  代表者会議：1回
  実務者会議：8回
  個別事例検討会議：150回
【児童虐待防止セミナー】
  実施回数：2回（計100人）
【出前講座】
  実施回数：10回（計150人）
【親子関係形成支援事業】
 実施回数：4回
（支援児童実人数10人）

【要保護児童対策協議会】
  代表者会議：1回
  実務者会議：8回
  個別事例検討会議：150回
【児童虐待防止セミナー】
  実施回数：2回（計100人）
【出前講座】
  実施回数：10回（計150人）
【親子関係形成支援事業】
 実施回数：4回
（支援児童実人数10人）

・相談者の意向を踏まえたサポートプラン（支援
計画）作成とヘルパー利用等、具体的な支援を提
供する。
・親子関係形成支援事業の実施により、こどもと
の関わり方に悩む保護者等を支援し、虐待の未然
防止を図る。
・各種研修により職員のスキルアップを行う。

・支援を要するこどもや家庭についての相談が増
えている。
・保護者が抱える育児やしつけに関する悩みなど
が、児童虐待の発生につながる場合がある。
・複雑・多様化する児童相談及び児童虐待に対応
するため職員の専門性が求められている。

児童虐待の発生予防と発生時の適切な支援を
行うことにより、全ての児童が地域において
心身ともに健やかに成長することを目指す。

地域の理解、協力を得ながら、児童・家族及
び関係機関からの相談・通告に対応するとと
もに、関係機関と連携して児童虐待の発生予
防・早期発見・早期支援を行う。

要保護児童人数(
人)【4～3月】

子育て支援策の
満足割合(％)

親子関係形成支
援を行う児童実
人数(人)

527

61.95

339

80

10

330

80

10

305

80

30

10,855
9,017

1,838
10,855 11,627

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

子ども家庭総合支援拠点の機能強化

7月

6月～1月

通年

11月

11月

通年

9月～10月

未定

要保護児童対策協議会　代表者会議

要保護児童対策協議会　実務者会議

要保護児童対策協議会　個別事例検討会議

児童虐待防止セミナー①

オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン

出前講座

親子関係形成支援事業

児童虐待防止セミナー②

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

公課費6,555

2,496

1,548

280

179

274

288

7

こども子育て部こども家庭支援課

11,627
9,644

0
1,983

11,627

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　児童虐待予防対策事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

不妊治療費助成事業費

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029（R11）年度

令和７年４月より、「こうのとり縁結び補助金」及び「特定不妊治療費助成事業」を廃止し、新たに「不妊治療費助成事業」を創設する。
・対象者　松江市内に住所のある者（夫または妻の一方でも可、事実婚も含む）かつ医療保険各法の規定に基づく被保険者、組合員または被扶養者並びに松江市税の滞
　納がない者
【保険適用で一般不妊治療を実施した場合】
　〇助成額　１年目上限６０千円　　２年目上限４５千円
　〇助成期間　２年間（妊娠特例あり）
【保険診療外で生殖補助医療を実施した場合】
　〇助成額　１回上限３００千円（ただし、採卵を伴わない治療の場合は上限１００千円）
　〇助成回数　初回の申請にかかる治療の開始時点での妻の年齢が４０歳未満であれば通算６回まで、４０歳以上であれば通算３回まで
　【保険診療で生殖補助医療を行い、あわせて先進医療を実施した場合】
　〇助成額　１回の治療につき上限５０千円
　〇助成回数　回数制限なし

【参考】
・こうのとり縁結び補助金
　交付件数　175件
　交付額　7,577千円
・特定不妊治療費助成
　助成件数　260件
　助成額　19,974千円

新たに「不妊治療費助成事業」として
実施する。
・一般不妊治療
　185件／6,795千円
・生殖補助医療
　51件／10,856千円
・先進医療
　367件／14,568千円

助成事業を継続する。
・一般不妊治療
　185件／6,795千円
・生殖補助医療
　51件／10,856千円
・先進医療
　367件／14,568千円

妊娠・出産を希望する夫婦の不妊治療に係る環境
整備に努める。

不妊治療費助成に係る助成内容について、より効
果的に周知を図る必要がある。

妊娠・出産を願う夫婦の希望を叶え、出生数
の増加につなげる。

不妊治療（一般不妊治療、生殖補助医療、先
進医療）を受けている夫婦に対し、当該治療
に要する費用の一部を助成することにより、
経済的負担の軽減を図り、治療を受けやすい
環境をつくる。

子育て支援策の
満足割合

61.95 80 80 80

0
0 33,020

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

不妊治療助成事業

4月～3月 申請受付、助成金交付

需用費

役務費

委託料

備品購入費

扶助費

93

85

523

470

31,849

こども子育て部子育て給付課

33,020
12,712

20,308

33,020

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部子育て給付課　不妊治療費助成事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

保育所施設整備事業費補助金（交付金事業）

（数値目標の目標年度） 
子育て支援策の満足割合(子ども1人以上、40代まで)：2029(R11)年度

保育所、認定こども園等の改築、修繕等の整備に要する経費の一部を補助。
国の就学前教育・保育施設整備交付金を活用。

●事業費負担割合 
保育提供体制の確保のための実施計画の採択を受けている市町村の「待機児童対策」「人口減少対策」「乳児等通園
支援事業所に係る整備」（創設、増築、増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備に限る）の場合：国2/3、市1/12
、事業者1/4 
上記以外の場合：国1/2、市1/4、事業者1/4 

・4月1日時点待機児童数0名 
・国の交付金の予算不足の影響
により予定していた事業実施を
見送ったため実績なし

令和6年度実施予定であった大規模修繕
事業3件の事業を実施に対し補助を行う
。

保育所等施設整備検討委員会を開
催し、令和8年度の補助対象とする
施設整備について決定する。

老朽化に伴う改築及び大規模修繕に対して適切に
補助を行う。

築30年以上になる民間保育施設が増えてきており
、改築や大規模な修繕が必要な施設が多く存在す
る。

安心して子どもを生み、育てられる環境を整
備する。

民間保育所等の施設整備を推進し、待機児童
の受け皿を確保するとともに、安全・安心な
保育環境を整備する。

子育て支援策の
満足割合（％）

待機児童数（4月
1日時点）（人）

61.95

0

80

0

80

0

80

0

0
0
0

0
0 223,597

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

保育所等整備事業

4月

6月

8月

4月～3月

10月

3月

第1次国交付金内示

第3次国事前協議

第3次国交付金内示

工事着工～竣工

保育所等施設整備検討委員会

実績報告

負担金補助及び交付金 223,597

こども子育て部こども政策課

223,597
149,065
70,700

3,832

223,597

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども政策課　保育所施設整備事業費補助金（交付金事業）令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

私立保育所年度中途児童受入対策事業費補助金

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合（子ども1人以上・40代まで）80％：2029（R11）年度

年度中途における保育所入所待機児童を解消し、子育て環境の向上を図るため、年度中途に児童を受け入れ
るための保育士を早期に確保した保育所に対し、当該保育士の雇用に要する経費の一部を補助する。

①保育士確保数（114人）
②年度中途の入所枠（276枠）

①保育士確保数（107人）
②年度中途の入所枠（258枠）

※R7の計画値は過去3年実績（R4～R6）
の平均

①保育士確保数（107人）
②年度中途の入所枠（258枠）

待機児童が発生しないようにするために、保育士
確保の取組を継続し、年度中途の受け入れ体制を
整える。

本市の待機児童数は、令和2年度末50人、令和3年
度末3人、令和4年度末20人、令和5年度末1人、令
和6年度末6人であり、過去5か年の年度末時点の待
機児童数の平均は16人である。今後、待機児童数
の増加を抑え、待機児童数0人を実現するためには
、多くの児童の受け入れが可能となるよう継続し
た保育士確保の取組が必要である。

年度中途の待機児童を解消するため。

年度中途に児童の受け入れが可能となるよう
、予め保育士の確保を行う。

子育て支援策の
満足割合（％）

年度末待機児童
数（人）

年度中途の入所
枠確保数（枠）

61.95

6

276

80

0

258

80

0

258

80

0

67,795
33,898

30,000
3,897
67,795 63,396

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

私立保育所保育士確保対策事業

7～8月

3月

3月

交付申請書受付

変更交付申請書受付

実績報告書受付

負担金補助及び交付金 63,396

こども子育て部こども政策課

63,396
10,224

0
53,172

63,396

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども政策課　私立保育所年度中途児童受入対策事業費補助金令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

保育料の軽減

（数値目標の目標年度）子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029(R11)年度

【保育料軽減】
・0～2歳の保育料を軽減　・・・　国基準の約6割
【多子軽減】
・同一世帯内の第3子以降　　　・・・　保育料を無償
・低所得の子育て世帯の第2子　・・・　保育料を半額
・兄弟姉妹同時入所　　　　　 ・・・　２人目の保育料を半額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 保育料の世帯上限額を設定

・保育料を国基準の概ね6割程
度に軽減する。 
・生計を一にする兄姉が2人以
上いる子どもの保育料無償化を
継続する。

・保育料を国基準の概ね6割程度に軽減
する。 
・生計を一にする兄姉が2人以上いる子
どもの保育料無償化を継続する。

・保育料を国基準の概ね6割程度に
軽減する。 
・生計を一にする兄姉が2人以上い
る子どもの保育料無償化を継続す
る。

継続して財源が確保できるよう引き続き国・県に
要望していく。

保育料軽減は、国・県・市が財源を負担すること
で行っているが、今後も継続するためには財源の
確保が必要である。

子育て世代の経済的負担の軽減を図り、安心
して子供を産み育てることができる環境づく
りを促進する。

子育て世代の経済的負担の軽減

子育て支援策の
満足割合（％）

61.95 80 80 80

0
0 0

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

保育料の40％軽減

こども子育て部保育所幼稚園課

0

0

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部保育所幼稚園課　保育料の軽減令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

妊婦・乳児等健診事業費

（数値目標の目標年度）
妊婦健診受診率:2029(R11)年度、乳児健診受診率(1か月児):2029(R11)年度、子育て支援策満足割合(こども
1人以上、40代まで):2029(R11)年度

妊婦の安心・安全な出産、乳幼児の健康保持・増進、疾病・障害の早期発見を目的とし、医療機関において
健康診査を実施する事業。
財源：母子保健衛生費国庫補助金（国１／２、市１／２）

・妊婦の安心・安全な出産、乳
児の健康保持・増進、疾病・障
がいの早期　発見のため、妊婦
および乳児に対して必要な健康
診査を実施する。
・妊婦健診14回、乳児健診2回
を助成し、経済的負担の軽減と
定期的な健康チェックの機会を
確保する。

・妊婦の安心・安全な出産、乳児の健
康保持・増進、疾病・障がいの早期　
発見のため、妊婦および乳児に対して
必要な健康診査を実施する。
・妊婦健診14回、乳児健診2回を助成し
、経済的負担の軽減と定期的な健康チ
ェックの機会を確保する。
・多胎妊婦を対象に、通常の妊婦一般
健康診査14回分を超えて受診した妊婦
健康診査費用を助成する「多胎妊婦健
康診査費用助成事業」を開始する。

・妊婦の安心・安全な出産、乳児
の健康保持・増進、疾病・障がい
の早期　発見のため、妊婦および
乳児に対して必要な健康診査を実
施する。
・妊婦健診14回、乳児健診2回を助
成し、経済的負担の軽減と定期的
な健康チェックの機会を確保する
。
・多胎妊婦を対象に、通常の妊婦
一般健康診査14回分を超えて受診
した妊婦健康診査費用を助成する
「多胎妊婦健康診査費用助成事業
」を実施する。

妊婦健康診査受診率低下の要因を把握するととも
に、妊娠届け出時等に丁寧な説明と受診勧奨を行
う。

R6年度は、前年度に比べて妊婦健康診査受診率が
低下している。

母子保健法第13条に基づき、疾病・障がいの
早期発見、母子の健康維持・増進を図る。

妊婦の安心・安全な出産、乳児の健康維持・
増進、疾病・障がいの早期発見のため、妊婦
健診14回、乳児健診2回の助成を行い、定期的
な健康チェックの機会の確保と、経済的負担
の軽減を図る。

妊婦健診受診率 
（％）

乳児健診受診率 
（1か月児）（％
）

子育て支援策の 
満足割合（％）

76.8

95.9

61.95

95

98

80

96

99

80

96

99

80

0
0 145,214

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

妊婦健診事業

通年

通年

妊婦一般健康診査

乳児一般健康診査

需用費

役務費

委託料

扶助費

704

1,812

138,229

4,469

こども子育て部こども家庭支援課

145,214
4,183

141,031

145,214

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　妊婦・乳児等健診事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

妊産婦・新生児訪問事業費

（数値目標の目標年度)
こんにちは赤ちゃん訪問率、子育て支援策の満足割合（こども1人以上、40代まで）、健診（4か月児健診）時にうつ
気分がない人の割合:2029(R11)年度

以下の事業を行い、要支援児童等を把握し、訪問により必要な支援をする。
・母子保健法第11条の１に規定する新生児訪問指導事業
・児童福祉法第21条の９に規定するこんにちは赤ちゃん訪問事業
・母子保健法第17条に規定する妊産婦訪問指導事業
・母子保健法第10条、第11条の2に規定する母子訪問指導事業
・母子保健法第19条に規定する未熟児等訪問事業
財源：子ども・子育て支援交付金（国1/3、県1/3、市1/3）

・生後4か月までの乳児がいる
家庭に、市保健師、委嘱助産師
が訪問を実施した。
・支援が必要な家庭に対しては
、産後ケアやヘルパー利用など
の必要なサービスにつないだ。

・生後4か月までの乳児がいる家庭に、
市保健師、委嘱助産師が訪問を実施す
る。
・支援が必要な家庭に対しては、産後
ケアやヘルパー利用などの必要なサー
ビスにつなぎ、母子の健康状態の確認
や、育児負担の軽減に努める。

・生後4か月までの乳児がいる家庭
に、市保健師、委嘱助産師が訪問
を実施する。
・支援が必要な家庭に対しては、
産後ケアやヘルパー利用などの必
要なサービスにつなぎ、母子の健
康状態の確認や、育児負担の軽減
に努める。

・多岐に渡る課題に対し、医療機関、委嘱助産師
、児童相談所等の関係機関と引き続き連携を図り
、安心、安全な出産・子育てができるよう支援を
行う。

・支援を要する家庭は、育児不安、養育環境の問
題、母親の疾患や障がい、精神疾患、ひとり親な
ど課題が多岐に渡る。

母子保健法第11条、17条、19条、児童福祉法
第21条10の2に基づき、母性及び乳児の健康の
保持増進を図る。

乳児のいる全ての家庭を訪問し、乳児と保護
者の健康状態等の把握を行い、養育について
の相談に応じる。

こんにちは赤ち 
ゃん訪問率（％ 
）

子育て支援策の 
満足割合（％）

健診時にうつ気 
分がない人の割 
合（％）

98.7

61.95

74.5

100

80

81

100

80

83

100

80

85

0
0 7,183

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

こんにちは赤ちゃん訪問事業

通年 こんにちは赤ちゃん訪問事業

報酬

職員手当等

共済費

報償費

需用費

役務費

1,754

673

422

3,711

319

304

こども子育て部こども家庭支援課

7,183
4,704

2,479

7,183

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　妊産婦・新生児訪問事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

利用者支援事業費

（数値目標の目標年度）
妊娠届出時の面談割合、健診（4か月児健診）時にうつ気分がない人の割合、子育て支援策の満足割合（こ
ども1人以上、40代まで）：2029（R11）年度

妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援計画（サポートプラン）を策定し、地域
の関係機関と連携した切れ目のない支援を行う。

・妊娠・出産・育児に関する各
種相談に応じ、必要な保健指導
を行うとともにニーズに応じた
支援につなぐ。
・必要に応じて個別にサポート
プランを策定し、支援対対象者
のニーズ把握と支援方針を明確
にする。

・妊娠・出産・育児に関する各種相談
に応じ、必要な保健指導を行うととも
にニーズに応じた支援につなぐ。
・必要に応じて個別にサポートプラン
を策定し、支援対対象者のニーズ把握
と支援方針を明確にする。

・妊娠・出産・育児に関する各種
相談に応じ、必要な保健指導を行
うとともにニーズに応じた支援に
つなぐ。
・必要に応じて個別にサポートプ
ランを策定し、支援対対象者のニ
ーズ把握と支援方針を明確にする
。

・行政のサービスに限らず、地域の子育て支援事
業関係者が行っている取組みについての情報収集
と周知を行う。
・児童福祉機能につなぐ必要がある妊産婦及びそ
の家庭の把握に努め、一体的に支援を行う。

・核家族化や地域のつながりが希薄となる中で、
育児不安や負担を抱える子育て世帯が多い。

妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支
援を実施し、安心してこどもを産み育てられ
る環境をつくる。

妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、保
健・医療・福祉：教育等の関係機関による切
れ目のない支援を行い、育児不安の解消や虐
待の未然防止に努める。

妊娠届出時の面
談割合（％）

健診時にうつ気
分がない人の割
合（％）

子育て支援策の 
満足割合（％）

100

74.5

61.95

100

81

80

100

81

80

100

85

80

0
0 3,859

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

利用者支援事業

通年 母子保健・子育て支援コーディネーターの相談・支援

報酬

職員手当等

共済費

旅費

2,266

869

572

152

こども家庭支援課

3,859
3,215

0
0

644

3,859

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども家庭支援課　利用者支援事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

保育所・幼稚園地域交流活動推進事業

保育施設（保育所・幼稚園・認定こども園）において、島根県の「しまねすくすく子育て支援事業」交付金
を受けて、次の事業を行う。（1施設あたり上限50,000円、補助率10/10）
①子育て講座事業（子育て家庭の父母、家族等を対象にした講習会、講演会）
②地域交流活動事業（異年代、異校種の子ども同士の交流活動や在宅の子育て家庭を対象にした交流活動）

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合：2029（R11)年度
事業実施施設の割合：2029（R11）年度

事業実施施設数：８０園/１０
３園
事業実施施設の割合：７７．６
％
市立保育所・幼保園：１４園
私立保育所（認定こども園・小
規模保育事業含む）：５１園
市立幼稚園：１４園
私立幼稚園（認定こども園含む
）：１園

事業実施施設数：９９園/１００園
事業実施施設の割合：９９％

事業実施施設数：９９園/１００園

事業実施施設の割合：９９％

子どもたちの豊かな育ちを支援するため事業を継
続する。

地域における子育て支援の充実を図る。

地域に開かれた保育施設として、子育て講座
や地域交流により、子どもたちの豊かな育ち
を支援する。

子育て支援策の
満足割合（％）

事業実施施設の
割合（％）

61.95

77.6

80

99

80

99

80

100

3,220
3,220

0
3,220 5,000

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

保育所・幼稚園地域交流活動促進事業

通年

通年

子育て講座事業

地域交流活動事業

保育所幼稚園課

5,000
5,000

0

0

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

保育所幼稚園課　保育所・幼稚園地域交流活動推進事業令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

病児保育事業費

子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029（R11）年度、新規病児保育登録者数：2029（
R11）年度、病児保育施設延べ利用者数：2029（R11）年度

保護者が、就労などにより家庭で病気または病気回復期の児童を育児できない場合に、一時的に児童を預か

る病児保育を行う。
病児保育施設の利用にかかる登録、予約及びキャンセルが24時間可能となるシステムを継続して利用する。

＜実施施設＞
松江赤十字乳児院、松江市立病院すこやか保育室、融合乳児園、のぎこども園、つわぶきこども園

新規登録者数：    808人
延べ利用者数：5,429人
委託料：87,516千円
・利便性の向上を目的に、シス
テム導入後も引き続きサービス
や機能を追加・改良する。

新規登録者数：1,400人
延べ利用者数：6,400人

・利便性の向上を目的に、システム導
入後も引き続きサービスや機能を追加
・改良する。

新規登録者数：1,400人
延べ利用者数：6,400人

・利便性の向上を目的に、システ
ム導入後も引き続きサービスや機
能を追加・改良する。

・スマートフォンやパソコンを利用して、病児保育の利用
にかかる登録、予約、キャンセルが２４時間可能となるシ

ステムを導入する。
・各施設の空き状況はインターネットで確認できるように
なる。
・システムの導入により、利用者の利便性を向上させると
ともに、病児保育の登録者及び施設の利用者を増やす。
・利便性の向上を目的に、システム導入後も引き続きサー
ビスや機能を追加、改良する。

・病児保育を利用するための登録は市窓口で行う必要
がある。
・児童の情報は登録時点で市から５施設へ書類送付し
共有しており、児童の成長に応じた情報の更新が
できていない。
・施設利用には電話予約が必要があるが、施設の営業
時間のみの対応となっている。
・施設の空き状況を確認するためには各施設へ問い合
わせる必要がある。

病児保育施設を気軽に利用できるシステムに
より、子育て世帯の育児と就労のさらなる両
立支援を図る。

病児保育利用者の利便性向上と利用者の増加

子育て支援策の
満足割合（％）

新規病児保育登
録者数（人）

病児保育施設延
べ利用者数（人
）

61.95

808

5,429

80

1,400

6,400

80

1,400

6,400

80

1,400

6,400

90,222
56,932

33,290
90,222 95,901

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

4月～3月

4月～3月

病児保育支援システム運用

周知・啓発

委託料

使用料及び賃借料

93,195

2,706

こども子育て部保育所幼稚園課

95,901
60,688

35,213

95,901

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部保育所幼稚園課　病児保育事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業）

（数値目標の目標年度）
利用者数、子育て支援策の満足度割合（こども1人以上、40代まで）：2029（R11）年度

「あいあい」と市内に8か所のサテライトの計9か所で事業を実施している。
・子育てに関する不安や悩みの相談、援助の実施
・親子の交流の場と遊びの場の提供及び仲間づくりの援助の実施
・子育てサークルやボランティア等の支援団体の育成
・子育て支援に関する情報の収集及び
・子育て支援に関する企画及び調整

・各支援センターが地域の特色を取り入れ
た事業（地元の公民館や団体、人材との連
携など）を行った。
・交流事業（つどい）を実施。
・子育て学習会、子育て＆子育て支援のた
めの講座の実施。
・相談事業の実施。
・子育ての日に向けたキャンペーンの一環
として、子育て自主サークルや子育てを応
援する民間事業者と連携したイベント等を
実施。
・市の取り組みとあわせて、民間事業者が
実施する子育て世帯向けの事業や取り組み
などの情報発信を行う仕組みについて、検
討・調整を行った。
・あいあい及び各サテライト間で安全・円
滑に情報共有、連絡を行うネットワークシ
ステムの整備について検討・調整を行った
。

・各支援センターが地域の特色を取り
入れた事業（地元の公民館や団体、人
材との連携など）を行う。
・交流事業（つどい）の実施。
・子育て学習会、子育て＆子育て支援
のための講座の実施。
・相談事業の実施。
・市の取り組みとあわせて、民間事業
者が実施する子育て世帯向けの事業や
取り組みなどの情報発信を行う。
・あいあい及び各サテライト間で安全
・円滑に情報共有、連絡を行うネット
ワークシステムを整備する。

・各支援センターが地域の特色を
取り入れた事業（地元の公民館や
団体、人材との連携など）を行う
。
・交流事業（つどい）の実施。
・子育て学習会、子育て＆子育て
支援のための講座の実施。
・相談事業の実施。
・市の取り組みとあわせて、民間
事業者が実施する子育て世帯向け
の事業や取り組みなどの情報発信
を行う。

・人員及び運営体制等を踏まえ、土日・祝日のあ
そび場の開設方法等を検討する。

・共働き世帯の増加等によるライフスタイルの変
化から、土日・祝日のあそび場に対するニーズが
高まっている。

子育て中の親の孤立化の防止と育児の悩みや
不安を緩和し、安心してこどもを産み育てら
れる環境づくりをすることで、こどもの健や
かな育ちを支える。

子育てに関する不安感や負担感を緩和し、安
心して喜びを感じながら子育て中の親子が気
軽に集い交流や仲間づくりを行うことができ
る場を提供する。

利用者数（市内
全支援センター 
利用者数）

子育て支援策の 
満足度割合（％ 
）

73,000

61.95

73,000

80

73,000

80

73,000

80

98,000
49,646

0
0

48,354
98,000 117,197

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

地域子育て支援拠点事業

通年 相談事業実施、遊び場運営、つどい、学習会開催

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

51,641

18,146

10,880

1,105

1,163

1,893

433

30,213

920

201

こども子育て部こども家庭支援課

117,197
49,646

0
5

67,546

117,197

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

負担金補助及び交付金 602

こども子育て部こども家庭支援課　地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業）令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

母子家庭等対策総合支援事業費

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029(R11）年度
・母子・父子自立支援員を配置し、様々な問題を抱えるひとり親の相談を受け、関係部署・機関との連携を
図りながら、その生活の自立支援を行う。
・どこに相談すればよいのか、どのような制度があるのかを分かりやすく周知する。
・母子・父子自立支援プログラム(個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズ等に対応した自立目標や支援
内容を設定した計画票)を策定し、継続的な自立・就業支援を実施する。

母子・父子自立支援員の継続配
置
相談件数（計画）　4,200件

母子・父子自立支援員の継続配置
相談件数（計画）　4,200件

母子・父子自立支援員の継続配置

相談件数（計画）　4,200件

関係部署や他機関と連携し、ひとり親家庭の経済
的自立に向け支援体制を充実させるとともに、子
どもの貧困や生活上の問題を抱えた家庭に必要な
支援を行えるよう、保育所や学校等へ制度の周知
を図る。

ひとり親の貧困率は高い状況にあり、生活状況も
様々であるので、一人ひとりに合った支援が必要
である。

ひとり親が安定した生活（就労等）を行うた
めの自立支援を行うことにより、児童を健全
に育成する環境を確保する。

貧困状態にある子どもや保護者を早期に発見
し、確実な支援につなげていく。

子育て支援策の 
満足割合（％）

61.95 80 80 80

9,208
129

9,079
9,208 10,698

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

ひとり親家庭総合相談コーナー

随時 相談受付

報酬

職員手当等

共済費

旅費

6,498

2,496

1,543

161

こども子育て部子育て給付課

10,698
168

10,530

10,698

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部子育て給付課　母子家庭等対策総合支援事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

(数値目標の目標年度）子育て支援策の満足度（子ども1人以上、40代まで）：2029年（R11）年度
【母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計】
中核市移行に伴う県からの事務移譲事業。
母子寡婦家庭の母、父子家庭の父や寡婦などを対象とし、必要な資金を低利子又は無利子で貸し付ける。
＜貸付資金の種類＞
修学資金、就学支度資金、修業資金、就職支度資金、技能習得資金　等

貸付事業実施。
母子・父子自立支援員1名雇用
。
貸付金額(見込) 89,186千円

貸付事業実施。
母子・父子自立支援員1名雇用。

貸付事業実施。
母子・父子自立支援員1名雇用。

関係機関と連携し、償還指導や就労支援など幅広
く地道に支援していく必要がある。
また、長期滞納など回収困難となっている債権に
ついては、回収・調査業務の外部委託を開始し、
回収率の向上を図るとともに、明らかに回収困難
なものについては債権放棄を検討するなど滞納整
理を進めていく。

子が卒業後就職できない、母親が失業・病気など
により償還が困難となるケースが多く、貸付償還
金の未収金回収が課題となっている。

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の経済的自
立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の
福祉を推進する。

ひとり親家庭の親や児童に対し修学資金等を
貸し付けることにより、ひとり親家庭等の自
立促進に寄与する。

子育て支援策の 
満足割合（％） 

61.95 80 80 80

113,015

113,015
0

113,015 156,653

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

4月～3月

随時

申請受付・貸付

貸付金償還指導

貸付金

報酬

職員手当等

共済費

旅費

需用費

役務費

委託料

備品購入費

負担金補助及び交付金

116,387

2,166

832

327

51

149

847

27,721

8,163

10

こども子育て部子育て給付課

156,653

156,653
0

156,653

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部子育て給付課　母子父子寡婦福祉資金貸付事業令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

５歳児健診事業費

（数値目標の目標年度）
一次健診(ｱﾝｹｰﾄ)受診率:2029(R11)年度、二次健診(医師の診察等)受診率:2029(R11)年度、子育て支援施策
満足割合(こども1人以上、40代まで):2029(R11)年度

発達障がいの早期発見、早期支援により、保護者の育児不安軽減と、子どもたちの健全な発達を支援するこ
とで、安心して就学が迎えられるよう支援することを目的とする。（一次健診：年度内５歳になる児全員を
対象としたアンケート）（二次健診：一次健診結果と保護者の希望により診察、相談を実施）乳幼児期から
の一貫した支援体制づくりのために、教育（エスコ）・保健・福祉の連携を図り、情報の共有化のために５
歳児健診システムを活用する。財源：母子保健衛生費国庫補助金（国1/2、市1/2）

1.一次健診（保護者及び所属園
・所へのアンケート）
《実施回数》年3回実施

2.二次健診（医師の診察等）
《実施回数》年16回実施

1.一次健診（保護者及び所属園・所へ
のアンケート）
《実施回数》年3回実施

2.二次健診（医師の診察等）
《実施回数》年13回実施

3.医師等を対象とした5歳児健診研修会
を開催

1.一次健診（保護者及び所属園・
所へのアンケート）
《実施回数》年3回実施

2.二次健診（医師の診察等）
《実施回数》年25回実施
　※二次健診の対象者基準を変更

二次健診を受けない理由を把握できる方法を検討
、実施する。

二次健診未受診の理由を把握できていない。

就学を見据えた4歳後期の児を対象に、健診を
実施することで、保護者に発達過程を意識さ
せる機会とするとともに、就学に向けての適
切な支援を提供し、心身の健全な発育・発達
に資する。

児とその保護者が、安心して就学を迎えるこ
とができる。

一次健診（アン 
ケート）受診率 
（％）

二次健診（医師
の診察等）受診
率 （％）

子育て支援策の 
満足割合（％）

99.4

79.8

61.95

100

80

80

100

80

80

100

80

80

0
0 5,661

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

5歳児健診

R7.4

R7.5

R7.8

R7.10

R8.3健診案内文及び結果通知文の改訂

一次健診（アンケート送付）開始

二次健診（医師の診察等）開始

5歳児健康診査研修会開催

5歳児健康診査事業検討会議

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料2,864

810

515

636

41

35

232

528

こども子育て部こども家庭支援課

5,661
2,830

2,831

5,661

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども家庭支援課　５歳児健診事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

業務効率化推進事業費（公立保育所）

・令和４年３月に3園に導入。
・新型コロナウイルス感染症対策を進めるため、令和４年度９月補正予算で残り全園（８園）への導入決定
。
・令和５年３月に残り全園（８園）に端末の導入完了。	
・令和５年４月からお知らせ配信機能、５月からは登降園管理、保護者連絡機能の稼働を開始。
・令和７年３月から請求管理機能及び同機能を活用したキャッシュレス決済サービスを3園にて利用開始
・令和７年３月から請求管理機能及び同機能を活用したキャッシュレス決済サービスを残り全園にて利用開
始

帳票作成開始（出席簿・園日誌
・行事予定）（4月～）
・0~3歳の連絡帳機能について
モデル園で試行運用（10月～）

・全施設で試験運用（2～3月）

キャッシュレス機能の利用開始

・モデル園3園で運用開始（２
月～）

キャッシュレス機能のを全園で運用開
始

引き続きシステムを利用

ＩＣＴ化を進めることで保育士等や保護者の負担
を軽減する。

・保育所等においては、子どもと接する本来の保
育に加え、様々な事務を実施。各種料金計算等は
、手書きしたものをエクセルに転記、集計してお
り、非効率でミスが発生しやすい状況にある。ま
た、保育ニーズの増加や衛生・安全管理のためな
どで超過勤務が恒常化している。

保育士・幼稚園教諭等の業務負担を軽減し保
育・教育の質を向上するとともに保護者の利
便性を向上する。

ICTシステムを利用した児童の登降園管理、保
護者連絡等

保育士1人あたり
超勤時間（時間/
月） 3.1 3.0 2.9 1

0
0 10,581

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

保育業務ICT化推進事業

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

212

2,397

7,500

472

こども子育て部保育所幼稚園課

10,581

10,581

10,581

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部保育所幼稚園課　業務効率化推進事業費（公立保育所）令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

業務効率化推進事業費（公立幼稚園）

・令和４年３月に１園に導入。
・新型コロナウイルス感染症対策を進めるため、令和４年度９月補正予算で残り全園（１８園）への導入決
定。
・令和５年３月に残り全園（１８園）に端末の導入完了。
・令和５年４月からお知らせ配信機能、５月からは登降園管理、保護者連絡機能の稼働を開始。

帳票作成開始（出席簿・園日誌
・行事予定）（4月～）
キャッシュレス決済端末の利用
開始（２月～）

引き続きシステムを利用 引き続きシステムを利用

ＩＣＴ化を進めることで幼稚園教諭等や保護者の
負担を軽減する。

・幼稚園等においては、子どもと接する本来の教
育・保育に加え、様々な事務を実施。各種料金計
算等は、手書きしたものをエクセルに転記、集計
しており、非効率でミスが発生しやすい状況にあ
る。また、保育ニーズの増加や衛生・安全管理の
ためなどで超過勤務が恒常化している。

保育士・幼稚園教諭等の業務負担を軽減し保
育・教育の質を向上するとともに保護者の利
便性を向上する。

ICTシステムを利用した児童の登降園管理、保
護者連絡等

保育士1人あたり
超勤時間（時間/
月） 3.1 3 2.9 1

0
0 7,027

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

保育業務ICT化推進事業

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

330

984

5,595

118

こども子育て部保育所幼稚園課

7,027

7,027

7,027

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部保育所幼稚園課　業務効率化推進事業費（公立幼稚園）令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

子育ての日イベント事業費

（数値目標の目標年度）
子育て支援策の満足割合（子ども1人以上、40代まで）：2029(R11)年度
子育ての日イベント来場者の満足割合：2025(R7)年度

・毎年11月19日を本市独自の「子育ての日」として設定（※令和5年度に設定済）
・「子育ての日」の前１週間に社会全体で子育てを応援するキャンペーンを実施
・親子で楽しめるイベントを開催

・10月27日に親子で楽しめるイ
ベントを開催した。（来場者数
：約3,000人）
・子育ての日（11月19日）を含
む前１週間（11月13日から11月
19日）に企業と連携し、子育て
を応援する機運の醸成を図るキ
ャンペーンを実施した。

・子育ての日の前１週間に企業と連携
し、子育てを応援する機運の醸成を図
るキャンペーンを実施する。
・親子で楽しめるイベントを開催する
。

R7年度にて事業終了予定
（実施期間）
・令和5～7年度の3年間

・「子育ての日」を象徴するイベントとキャンペ
ーンを実施し、社会全体で子育てを応援する機運
の醸成及び意識の定着を図る。
・より丁寧な説明と呼びかけを行うことでキャン
ペーン参画企業の拡大を図る。

・キャンペーンは、認知度が低かったことも一つ
の要因となり、参画事業所数は目標の200社に対し
て81社と低い結果となった。

・市全体で子育てを応援する機運の醸成を図
る
・市などが行う子育て支援施策の認知度の向
上を図る

企業・団体等と連携したキャンペーンや親子
で楽しめるイベントを通じて、行政の子育て
支援施策や企業・団体等の子育て応援事業の
情報発信を行い、社会全体で子育てを応援す
る機運を醸成する。

子育て支援策の
満足割合（％）

子育ての日イベ
ント来場者の満
足割合

61.95

97.6

80

98

80 80

98

6,205
1,601

3,000
1,604
6,205 6,394

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

子育ての日イベント事業

4月～6月

10月～11月

11月

11月

イベント・キャンペーン実施運営業務委託プロポ―ザル
、契約

企業・団体等へキャンペーンへの参画を呼びかけ

子育ての日イベント開催

子育ての日キャンペーン実施

需用費

委託料

使用料及び賃借料

54

6,190

150

こども子育て部こども政策課

6,394
3,197

1,598
1,599

6,394

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

こども子育て部こども政策課　子育ての日イベント事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

発達・教育相談支援センター運営費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　就学支援の納得度の割合【発達・教育相談支援センターが就学支援に関わった保護者へのアンケート】：2029（R11
）年度
項目名　中学校3年生特別支援学級在籍生徒の進路選択に対する満足割合【対象生徒へのアンケート】：2029（R11）年度
項目名　年間授業時数のうち特別支援学級と通常の学級の児童生徒の交流学習計画授業時数の割合【各年5月1日時点】：202
9（R11）年度

・発達・教育相談支援センター「エスコ」は、教育を中心に保健・福祉・医療等との連携を深め、乳幼児期から一貫した相
談支援を実施している。幅広い発達段階や多様な障がいの状況等を有するケースに対応しており、適切な実態把握や丁寧で
継続した相談対応、効果的な療育を実施すること等が求められている。
・専門スタッフの人件費、電話代等、センター運営にかかる諸経費。

・相談支援体制の一層の充実を
図るため、教育指導講師（会計
年度任用職員）を1人増とする
。

・教育・保健・福祉・医療等の
関係機関と連携し、早期からの
切れ目のない相談支援体制を充
実させる。

・読み書きに困難さを抱えるこどもの
相談支援体制の充実を図るため、教育
指導講師（会計年度任用職員）を1人増
とする。

・教育・保健・福祉・医療等の関係機
関と連携し、早期からの切れ目のない
相談支援体制を充実させる。

・読み書きに困難さを抱えるこど
もの相談支援体制の充実を図る.

・教育・保健・福祉・医療等の関
係機関と連携し、早期からの切れ
目のない相談支援体制を充実させ
る。

・困難なケースの増加に対応するため、教育・保健・
福祉・医療等との連携強化を図り支援にあたる。

・学校、園所等現場の支援力の向上とそれを支える体
制の充実に向けて、計画的な研修や訪問指導等を進め
る。

・「松江市特別支援教育推進計画（2023～2025）」に
沿って、学校、園所等現場の支援体制の整備を進める
。

・相談件数は平年並みだが、相談内容が複雑化し
ており、支援ニーズも多様化している。今後は教
育だけでは、対応が困難なケースの増加が予想さ
れる。

・困難なケースへの対応、関係機関との連携、早
期の気づきに応じた適切な助言指導及び効果的な
療育等が求められており、スタッフの高い専門性
の維持が必要である。

障がい等によるこどもたちの生活や学習上の
困難さに早期に気づき、切れ目のない相談体
制のもと適切な支援につなげる。

①異なる専門性（教育・保健・福祉・医療）の高
度な連携【連携強化】
②選択可能な学びの場や支援体制の整備の充実【
支援拡充】
③まわりの大人の子ども理解力の向上と共生社会
意識の醸成【意識転換】

就学支援に対す
る保護者の納得
度割合（％）

進路選択に対す
る生徒の満足割
合（％）

交流学習計画授
業時数の割合（
％）

90

90

42

90

90

43

90

90

43

92

90

47

50,863
1,778

49,085
50,863 56,563

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

発達・教育相談支援センターの運営

4月

4月

5～3月

6～3月

6月・9月

11月初旬

12月中旬

2～3月

特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-説明会

専門巡回相談、就学相談の申込受付開始

専門巡回相談、就学相談の実施

特別支援教育就学審議会（月1回、10回開催）

特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修会

就学相談申込受付締切

専門巡回相談申込受付締切
次年度の各種相談、特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修等検討

報酬

職員手当等

共済費

旅費

需用費

役務費

負担金補助及び交付金

31,346

12,759

7,823

875

117

310

3,333

教育委員会発達・教育相談支援センター

56,563
2,500

0
54,063

56,563

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会発達・教育相談支援センター　発達・教育相談支援センター運営費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

医療的ケア児支援事業費

(数値目標の達成目標年度）
項目名　就学支援の納得度の割合【発達・教育相談支援センターが就学支援に関わった保護者へのアンケー
ト】：2029（R11）年度

・「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が施行され（R3.6.18公布、R3.9.18施行）、医
療的ケア児に対して教育を行う体制の拡充が図られるよう、医療的ケア児が在籍する学校に対して必要な支
援措置を講じる。
・令和5年度から継続して医療的ケア児が入学する市立小学校1校へ看護師を配置する。また、体制整備のた
めの会議や研修等を実施する。

・市立小学校1校で医療的ケア
児を受入れるため看護師を配置
する。
・医療的ケア児への支援につい
ての体制整備、必要なサービス
の総合調整等のための会議や研
修等を実施する。
・こども子育て部等と連携して
就学前の医療的ケア児に関する
情報共有を行い、必要に応じて
市立学校での受入れ準備を行う
。

・市立小・中・義務教育学校で医療的
ケアを必要とする児童生徒の情報を収
集し、必要に応じて受け入れ準備を行
う。

・こども子育て部等と連携して就学前
の医療的ケア児に関する情報共有を行
い、必要に応じて市立学校での受け入
れ準備を行う。

・市立小・中・義務教育学校で医
療的ケアを必要とする児童生徒の
情報を収集し、必要に応じて受け
入れ準備を行う。

・こども子育て部等と連携して就
学前の医療的ケア児に関する情報
共有を行い、必要に応じて市立学
校での受け入れ準備を行う。

・適切な就学に向けて、医療的ケア児及び保護者との
相談を早期から丁寧に進める。

・医療的ケア児を安心・安全に受け入れるための支援
体制を整備する。

・こども子育て部や健康福祉部との連携による早期か
らの切れ目ない支援体制の充実を図る。

・共生社会に向けた理解促進を図る。

・支援体制の整備に向けた、看護師の安定的な確
保が必要である。

・医療的ケアを実施する学校内での協力体制の構
築、仕組みづくりが必要である。

・全ての教職員へ学校における医療的ケアの教育
的意義等の理解啓発を図る必要がある。

医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに
、その家族の離職の防止に資し、もって安心
してこどもを生み、育てることができる社会
の実現に寄与することを目的としている。

医療的ケア児が医療的ケア児でない児童生徒
等と共に教育を受けられるよう最大限に配慮
しつつ適切に支援を行うことで、医療的ケア
児の可能性を最大限に発揮させ、将来の自立
や社会参加のための必要な力を培う。

就学支援に対す
る保護者の納得
度割合（％） 90 90 90 92

0
0 1,649

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

医療的ケア児支援事業（市立小・中・義務教育学校）

4月

4月

4月以降

4月以降

4月以降小学校1校へ看護師配置

学校内での支援体制整備

国への補助金申請
次年度以降の医療的ケア児についてこども子育て部等と
の情報共有

次年度以降の医療的ケア児受入体制の検討

報酬

職員手当等

共済費

旅費

1,158

410

6

75

教育委員会発達・教育相談支援センター

1,649
549

0
1,100

1,649

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会発達・教育相談支援センター　医療的ケア児支援事業費令和7年度
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事
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目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

児童クラブ運営委託費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　児童クラブ待機児童数　2029（R11）年度

【公設児童クラブ運営】　
保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対し、適切な遊び及び生活の場の提供、児童の自主性、社会性及び創
造性の向上、基本的な生活習慣の確立など、その健全な育成を図ることを目的とした放課後児童健全育成事業を実施
している公設児童クラブに対して指定管理料を支出する。
平成5年事業開始後、令和7年度には41クラブ58室で実施。条例で定める設備運営基準に基づき、各クラブのニーズに
対応しながら、待機児童の解消や受入数の適正化などを順次進めている。
・指定管理者：27運営委員会、1社会福祉法人、1民間事業者
・国庫補助基準額に対する負担割合　国1／3・県1／3・市1／3

・令和5年度で決定した次期指
定管理の運営方法に従い、令和
7年度以降の指定管理者を決定
した。（指定管理期間令和7～
令和9年度）
・地域の運営委員会での運営（
36クラブ：非公募）
・民間事業者等による運営（5
クラブ：公募3クラブ、非公募2
クラブ）

・地域の運営委員会から民間事業者等
へ運営を移行した4クラブについて、年
数回の定例会を開催する。
・その内容を各公設児童クラブと民間
事業者等へ情報提供を行うとともに、
課題等を整理し、検証を行う。

・地区の運営委員会から民間事業
者等へ運営の移行をした4クラブに
ついて、年数回の定例会を開催し
、内容を各児童クラブと民間事業
者へ情報提供を行いながら、各運
営委員会に民間事業者等への移行
について意見の集約を行う。

・民間事業者等への運営主体の移行について、令
和7年度から令和9年度の3年間の指定期間において
検証を行う。
・その検証結果や地域の実情を踏まえ、市の提案
に賛同した児童クラブについては、順次、令和10
年度からの民間事業者等への運営主体の移行を進
める。

・年度によっては待機児童が発生する校区がある
。
・現指定管理者である運営委員会は任意団体であ
り、責任の所在が不明確などの構造的な問題が顕
在化してきている。

・放課後児童の健全育成

・小学校区の地域特性やニーズに応じたきめ
細かな運営の実施
・待機児童の解消
・基準条例に即した施設や運営体制の整備
・放課後児童支援員の育成、人材確保

児童クラブ待機
児童数(人)

※5/1時点　公設
民設合計

46 0 0 0

467,393
240,824

0
126,085
100,484
467,393 481,581

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

放課後児童健全育成事業

4月

7月～2月

8月・3月

12月～1月

指定管理年度協定書締結

市と指定管理者（民間事業者等）の定例会の開催

児童クラブ連絡協議会の開催

新年度入会児童募集

委託料 481,581

教育委員会生涯学習課

481,581
270,090

0
96,465
115,026

481,581

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　児童クラブ運営委託費令和7年度
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標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策
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本事業に関する主要データ
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目的（何のために）
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事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

児童クラブ施設整備事業費

児童クラブの施設・設備等の整備を行う。施設・設備の耐用年数を踏まえ、優先度の高いものから実施する
。

・恵曇児童クラブ空調設備更新
工事
・持田児童クラブエアコン取替
工事

・美保関児童クラブ空調更新工事
・川津児童クラブ空調更新設計委託・
工事

・引続き、施設や設備が老朽化し
ている児童クラブの、改修等を行
い環境改善を図る。

・特定建築物定期点検等の設備の定期点検を通じ
て、施設の状況を把握し、計画的に改修等を行う
。

・施設の老朽化が進行している。

児童クラブの適正な維持管理

施設の状況に応じて、計画的に改修等を行う
。

数値目標になじ
まない。

5,275
0

5,100
0

175
5,275 20,896

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

放課後児童健全育成事業

6月～9月

10月～3月

設計

工事

委託料

工事請負費

1,016

19,880

教育委員会生涯学習課

20,896
10,298
9,200

0
1,398

20,896

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　児童クラブ施設整備事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

児童クラブ運営補助金

（数値目標の達成目標年度）
項目名　児童クラブ待機児童数　2029（R11）年度

【民間児童クラブ補助】
・待機児童解消や利用者のニーズに応じた選択肢を増やすため、児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事
業を実施する社会福祉法人等の団体に対し補助金を交付する。
・国庫補助基準額に対する負担割合　国1/3・県1/3・市1/3

〇45児童クラブ
〇新規開設3か所　
　・こそけん学園中央校エンジ
ョイルーム
　・遊冒キッズ
　・新ひよしサンサンクラブ

〇45児童クラブ
〇新規開設2箇所
・こそけん学園津田校第4ルーム
・フレアー児童クラブ
〇閉所2箇所
・学童保育たわやまっこクラブ
・学童保育施設ウイズキッズMT-M校

〇45児童クラブ
〇引続き運営補助を行っていく。

・待機児童対策や利用者ニーズに応じた選択肢を
増やすため、民設民営児童クラブへの運営支援を
継続して行う。また、国の制度を注視し、補助対
象事業の拡充を検討する。

・クラブ数や受け入れ人数が増えているが、待機
児童の目標達成にはいたらなかった。引き続き待
機児童解消に向けた取り組みの継続が必要である
。

・多様なニーズに対応し、柔軟な受け入れが
可能である民設民営児童クラブの運営を支援
する。

・待機児童解消
・多様なニーズへの対応

児童クラブ待機
児童数（人）

※5/1時点　公設
民設合計

46 0 0 0

435,925
290,616

0
0

145,309
435,925 459,461

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

放課後児童健全育成事業

4月

6月

1月

2月

3月補助金交付申請、交付決定

補助金支払い（1回目）

変更交付申請、交付決定

補助金支払い（2回目）

実績報告、精算

負担金補助及び交付金 459,461

教育委員会生涯学習課

459,461
306,306

0
0

153,155

459,461

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　児童クラブ運営補助金令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

放課後こども教室事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　放課後こども教室実施小学校数（校）：2029（R11）年度
項目名　一体型こども教室・児童クラブ実施数（校）：2029（R11）年度

・「放課後児童対策パッケージ2025」に基づき、地域のこどものために放課後等に安全・安心な活動場所を
確保し、地域の方々の参画を得て、自由遊びや体験・交流活動等の様々な活動を体験する機会を提供する。

・地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境の推進を図る。
・国庫補助基準額に対する負担割合　国1/3

・放課後子ども教室と児童クラ
ブの一体型実施21校区
・活動の充実のためスタッフの
要望に沿った研修を9回開催
・情報誌「Tweet」の発行

・放課後こども教室と児童クラブの一
体型実施21校区
・活動の充実のためスタッフの要望に
沿った研修を10回程度開催
・情報誌「Tweet」の発行

・放課後こども教室と児童クラブ
の一体型実施21校区
・活動の充実のためスタッフの要
望に沿った研修を10回程度開催
・情報誌「Tweet」の発行

・継続運営、内容の充実に向け、スタッフ等への
研修の充実や情報交換の場を設ける。
・児童クラブや地域、小学校との横のつながりの
強化に向け、引き続き支援を行っていく。

・児童クラブ及び地域や小学校と更なる連携が必
要である。
・コーディネーターやスタッフが不足している。

学校を核として地域全体で地域の将来を担う
こどもたちを育成するとともに地域のコミュ
ニティの活性化を図る。

放課後等における地域のこどもたちの安全・
安心な活動場所を確保し、様々な体験活動の
機会を提供することにより、こどもたちの豊
かな人間性を養う。

放課後こども教
室実施小学校数
（校）

一体型こども教
室・児童クラブ
実施数（校）

32

21

32

21

32

21

33

22

25,554
8,139

0
9,276
8,139
25,554 28,831

ひとづくり

ここに生まれてよかった　ここで育ててよかった

放課後こども教室事業

4月

4月～

5月～

8月～

コーディネーター委嘱式、事務説明会、情報交換会

事業実施

スタッフ研修会実施

情報誌「Tweet」の発行

報償費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

9,805

10

2,458

16,547

11

教育委員会生涯学習課

28,831
9,167

0
10,482
9,182

28,831

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　放課後こども教室事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

「夢☆未来」ふるさと・キャリア教育推進事業費

(数値目標の達成目標年度)
項目名　職業人出前授業（「まつえ『こども夢☆未来』塾」）小5～中3の受講割合：2029（R11）年度
項目名　将来の夢や目標を持つ小6、中3の割合：2029（R11）年度
※R7年度より、本事業費に「キャリア・パスポート推進事業費」を統合することに伴い、目標項目を「地域や社会に関心のある小6、中3の
割合」から「将来の夢や目標を持つ小6、中3の割合」に変更。
　　　　
・「まつえ『こども夢☆未来』塾」（職業人出前授業）や中学生の社会体験（職場体験）学習の支援、キャリア・パスポートの活用等を通
して、学校・家庭・地域が連携したキャリア教育の推進を図る。
・小6を対象に国宝松江城を教材とした学習「松江城授業プロジェクト」を実施し、ふるさと教育の充実を図る。

・「キャリア・パスポート」とは、児童生徒が、小学校から高等学校までのキャリア教育に関わる諸活動について、自らの学習状況やキャ
リア形成を見通したり振り返ったりしながら、自身の変容や成長を自己評価できるよう工夫されたポートフォリオのこと。

・「まつえ『こども夢☆未来』
塾」を31校（小16校、中15校）
で実施。
・小6を対象とした「松江城授
業」の実施。児童向けハンドブ
ックの配付。
・小5･6を対象とした「いきい
きゲーム」を8校20クラスで実
施。
・職場体験学習受入れ事業所の
取りまとめと学校への情報提供
。

・「まつえ『こども夢☆未来』塾」の
拡充・実施。
・小6を対象とした「松江城授業」の実
施。児童向けハンドブックの配付。
・職場体験学習受入れ事業所の取りま
とめと学校への情報提供。
・小1を対象に「キャリア・パスポート
用ファイル」を配布。

・「まつえ『こども夢☆未来』塾
」の拡充・実施。
・小6を対象とした「松江城授業」
の実施。児童向けハンドブックの
配付。
・職場体験学習受入れ事業所の取
りまとめと学校への情報提供。
・小1を対象に「キャリア・パスポ
ート用ファイル」を配布。

・発達の段階に応じた系統的なキャリア教育・ふ
るさと教育を展開し、地域の教育力を生かした学
校教育活動を引き続き推進する。
・児童生徒だけでなく、保護者を含めたキャリア
・パスポートの活用を進める。
・「まつえ『こども夢☆未来』塾」において、多
様な職種や価値に触れさせるために、時代や学校
、こどものニーズに応じたプレゼンター（講師）
を拡充していく。

・グローバル社会の中で自立した生活ができる人
材を育成するためには、キャリア教育・ふるさと
教育を推進し、社会人になるための基礎的な力を
育てることが必要である。
・引き続き、ふるさとにある「ひと・もの・こと
」といった教育資源を活用した体験活動の充実を
図っていくことが必要である。

ふるさとを愛し、主体的に自己の将来を考え
るこどもの育成。

・松江城などの地域資源を活用したふるさと
松江に愛着と誇りを持つ教育を推進する。
・こどもたちがふるさとに誇りと豊かさを感
じ、主体的に社会人としての進路を選択する
能力開発を推進する。

職業人出前授業
小5～中3の受講
割合（％）

将来の夢や目標
を持つ小6の割合
（％）

将来の夢や目標
を持つ中3の割合
（％）

42.3

81.6

64.1

46

82

68

47

83

69

50

87

72

3,185
0
0

3,185
0

3,185 3,351

ひとづくり

夢は叶うって思う

「夢☆未来」ふるさと・キャリア教育推進事業

6月

6月～12月

6月～2月

キャリア・パスポート用ファイルの配布

「松江城授業プロジェクト」の実施

「まつえ『こども夢☆未来』塾」の実施

報償費

需用費

委託料

使用料及び賃借料

210

614

77

2,450

教育委員会学校教育課

3,351
0
0

1,700
1,651

3,351

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　「夢☆未来」ふるさと・キャリア教育推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

コミュニティ・スクール推進事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　地域や社会に関心のある小6、中3の割合：2029（R11）年度
　　　　※当該項目の実績は全国学力調査における類似の質問事項に対する結果を引用している。
　　
・各学校における学校運営の改善や児童生徒の健全育成を進めることができる「地域とともにある学校づく
り」や学習指導要領における「社会に開かれた教育課程」の実現をめざす。
・市立各小・中・義務教育学校・高校に学校運営及び学校運営への必要な支援に関して協議する機関として
「学校運営協議会」を設置する。

・各校の学校運営協議会の充実
を図るために、会長や校長を対
象にした「コミュニティ・スク
ール連絡協議会」と「地域学校
協働本部連絡会」を同時開催。
 
・小・中・義務教育学校は地域
学校協働本部と連携して実施。
 

・各校の学校運営協議会の充実や地域
学校協働本部との連携を図るため、会
長や校長を対象にした「コミュニティ
・スクール連絡協議会」と「地域学校
協働本部連絡会」を同時開催。 
・小・中・義務教育学校は地域学校協
働本部と連携して実施。 

・各校の学校運営協議会の充実や
地域学校協働本部との連携を図る
ため、会長や校長を対象にした「
コミュニティ・スクール連絡協議
会」と「地域学校協働本部連絡会
」を同時開催。 
・小・中・義務教育学校は地域学
校協働本部と連携して実施。 

・学校運営協議会会長や校長を対象とした連絡協議会
を実施し、制度に対する理解を図っていく。
・地域学校協働本部との連携を図るため、地域学校コ
ーディネーターの学校運営協議会への参画を進める。

・市内全校に設置したことにより、校内を含め地域に
対してコミュニティ・スクールに関する理解を深めて
いく。
・学校運営協議会で学校の課題について共有し、議論
できるようにしていく。

・学校運営協議会委員を対象に、制度に関する理
解を更に図っていく必要がある。
・この制度が有効に機能するために、地域学校協
働本部との連携を強化していく必要がある。
・校内や地域に対してコミュニティ・スクールに
関する理解を更に深めていく必要がある。

こどもたちの豊かな成長を支え、「地域とと
もにある学校づくり」を推進する。

市立小・中・義務教育学校において、学校運
営協議会制度を導入する。

地域や社会に関
心のある小6の割
合（％）

地域や社会に関
心のある中3の割
合（％）

83.9

74.3

74

66

75

70

80

80

1,641
0
0
0

1,641
1,641 2,293

ひとづくり

夢は叶うって思う

コミュニティ・スクール推進事業

4月

5月～6月

6月

10月～11月

2月～3月学校運営協議会委員の任命

学校運営協議会の開催（各校）

コミュニティ・スクール連絡協議会の開催

学校運営協議会の開催（各校）

学校運営協議会の開催（各校）

報酬

需用費

役務費

2,016

166

111

教育委員会学校教育課

2,293
0
0
0

2,293

2,293

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　コミュニティ・スクール推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

「夢☆未来」学力育成推進事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査（小6・中3）　全国値を上回る小中学校の割合：2029（R11）年度
・算数・数学を対象教科として次の人員を配置し、児童生徒の学力向上と学習基盤づくりの推進等の充実を
図る。
〔学力向上支援員〕　授業補助や補充学習サポートを行う。【配置校】4校程度
〔学力向上支援講師〕少人数授業を主担当で行うことが可能。【配置校】8校程度
・松江市学力調査（対象：小5・6、中1・2）を実施し、児童生徒の学習状況を客観的に把握して、学力向上
を図る。
・たつじんテスト（小3）を実施し、児童の学習のつまづきの要因を把握し、児童の学習支援を行う。
・学力向上担当の教育指導講師（3人）を配置し、学校訪問の設定や巡回指導主事訪問等の充実を図る。

(1)学力向上支援員と学力向上
支援講師の活用
・支援員 4人／支援講師 8人
(2)学力定着診断テスト・プリ
ント（算数・数学）の配信
・全国学力調査過去問（小3～
中3対象）
・市独自のプリント・テスト（
小4～6対象）
・算数ミニテスト（小5・6対象
）
(3)指導主事による学校訪問の
実施
・指導講師2人配置

(1)学力向上支援員と学力向上支援講師
の活用（支援員 4人／支援講師 8人）

(2)松江市学力調査の実施（小5～6：国
語・算数／中1～2：国語・数学・英語
）
(3)たつじんテスト実施(小3)
(4)指導主事による学校訪問指導の実施

(5)「算数・数学」テスト・プリントの
配信（全国学調過去問や市独自プリン
ト・テスト等）

・指導講師3人配置

(1)学力向上支援員と学力向上支援
講師の活用（支援員 4人／支援講
師 8人）
(2)松江市学力調査の実施（小5～6
：国語・算数／中1～2：国語・数
学・英語）
(3)たつじんテスト実施(小3)
(4)指導主事による学校訪問指導の
実施
(5)「算数・数学」テスト・プリン
トの配信（全国学調過去問や市独
自プリント・テスト等）

・指導講師3人配置

・こどもたち一人一人の教育的ニーズに応えるきめ
細かな指導を行うために、授業補助を行う学力向上
支援員や少人数授業を主担当で受け持つ学力向上支
援講師といった人的支援のさらなる充実を図る。
・市学力調査を活用し、個々の児童生徒の結果に基
づいた復習に取り組み学力の定着を図るとともに、
調査実施学年を校内の代表値として同一集団の経年
比較をすることによって、各校の取組の成果と課題
を確認し次年度に向けた検証改善サイクルを回す。

・全国学力調査結果（小6国算、中3国数英）において
、中3国語以外は、全国平均値を下回る結果であり、教
員の指導力向上が必要である。
・中学校の家庭学習の時間も全国値を下回る状況が続
いており、確かな学力の定着に向けて家庭学習の在り
方や保護者との連携などの対策を検討する必要がある
。
・各種学力調査の結果分析や授業改善に向けた対策な
ど学力調査結果の効果的な活用方法が市内各校で十分
に共有されていない。

ふるさと松江を愛し、確かな学力と豊かな人
間性をもち、力強く未来を切り拓く児童生徒
を育成する。

・学力向上対策を充実し、こどもたちの確か
な学力の伸長を図る。
・研修を充実し、教員の指導力・授業力の向
上を図るとともに、こどもたちの学習意欲の
向上を図る。

全国学調　全国
値を上回る小学
校割合（％）

全国学調　全国
値を上回る中学
校割合（％）

30.3

37.5

55

65

60

70

75

80

43,291
0
0
0

43,291
43,291 60,443

ひとづくり

夢は叶うって思う

「夢☆未来」学力育成推進事業

4月

5月

6月

10月～11月

12月

1月

3月

※4月～7月

学力向上支援員・支援講師配置

学力向上担当者会

学力向上支援員・支援講師配置校訪問

学力向上支援員・支援講師配置校訪問

松江市学力調査

松江市学力調査結果分析

次年度の学力向上支援員・支援講師配置準備

たつじんテストの実施

報酬

職員手当等

共済費

旅費

委託料

負担金補助及び交付金

29,615

11,355

8,805

711

9,247

710

教育委員会学校教育課

60,443
23,212

0
0

37,231

60,443

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　「夢☆未来」学力育成推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

ＩＣＴ活用教育推進事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査　全国値を上回る小中学校の割合（％）：2029（R11）年度

H26年度から、各小・中・義務教育学校にICT教育機器(書画カメラ・プロジェクター・スクリーン等）の整備を
行い、R2年度からは新学習指導要領に対応したICT教育機器整備を新ICT3点セット(電子黒板、タブレット、ネッ
ト環境)に切り替え、配備済みの旧3点セットは理科室以外の特別教室で活用する。また、児童生徒1人1台端末の
環境を整備する。
R3年度末に松江市GIGAスクール構想を策定。R4年度にICT教育推進係を新設。R5年度にICT教育整備係を新設。
教育指導講師2人をICT活用教育専任（ICT支援員）で配置し、ICT機器を活用した授業支援及び教員向けのICT研
修の開催等、ICT活用教育の充実を図る。

・継続:電子黒板リース、タブレット
リース
・ICT研修会：49回、リーダー研修：
2回、ほっとライン訪問：30回以上
・ICT教育推進検討委員会の開催：3
回
・ICT活用事例発表会の開催：1回
・オンライン授業実施に向けた著作
物利用手続き等
・タブレット用ドリルソフトの活用

・タブレット端末次期更新計画の検
討
・次期GIGAスクール構想の検討・策
定
・Googleライセンスの発行

・継続:電子黒板リース、タブレットリ
ース
・次期GIGAタブレット調達
・ICT研修会の開催、授業支援の実施
・ICT活用事例発表会の開催
・オンライン授業実施に向けた著作物
利用手続き等（授業目的公衆通信補償
金）
・タブレット用ドリルソフトの活用

・継続:電子黒板リース、1人1台端
末リース
・ICT研修会の開催、授業支援の実
施
・ICT活用事例発表会の開催
・オンライン授業実施に向けた著
作物利用手続き等（授業目的公衆
通信補償金）
・タブレット用ドリルソフトの活
用

・電子黒板、タブレットを日常的に活用できるよ
うICT活用研修やICT支援員（指導講師）による情
報提供、訪問支援について、一層の充実を図る。

・校務でのICT活用を進め、教職員の活用スキル向
上に繋げる。
・全教科におけるデジタルコンテンツの活用へ向
け、学習支援ソフトの導入等一層のICT環境整備が
望まれる。

・ICT機器を効果的に活用した学びの推進と授業改
善により学習意欲を高め、主体的に伝え合い学び
合うこどもの育成に向けた研修やプログラミング
教育等に対応するデジタル教材やコンテンツを活
用した授業研修等の充実が必要である。
・児童生徒や教員のICT活用スキルの向上や環境整
備を進める必要がある。
・最新の活用事例やICT機器情報を把握しながら将
来的な展望や計画を策定していく必要がある。

情報化社会に対応できる能力育成を図るため
、「松江市版GIGAスクール構想」に基づき、
市立小・中・義務教育学校におけるICT活用の
環境を整え、情報活用教育を推進していく。

児童生徒に1人1台端末や市立小・中・義務教
育学校の全クラスにICT教育機器を配備し、授
業の質の向上や児童生徒の学力の育成を図る
。

全国学調　全国
値を上回る小学
校割合（％）

全国学調　全国
値を上回る中学
校割合（％）

30.3

37.5

55

65

60

70

75

80

212,293
144,201

20,230
47,862
212,293 243,823

ひとづくり

夢は叶うって思う

ICT活用教育推進事業

4月～3月

4月～3月

5月

5月～12月

1月電子黒板・タブレットリース料支払い

Googleworkspaceの活用

授業目的公衆送信補償申請

ICT活用推進リーダー教員・全教員対象研修

新1人1台端末の活用開始

報酬

職員手当等

共済費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

補償補填及び賠償金

4,416

1,693

1,097

304

9,810

10,695

4,788

208,799

2,221

教育委員会学校教育課

243,823
152,000

28,937
62,886

243,823

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　ＩＣＴ活用教育推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

外国語教育推進事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査(小6･中3)　全国値を上回る中学校割合（％）：2029（R11）年度
項目名　松江市学力調査(小6･中2)　偏差値（全国推定値との差）が前年より上昇した学校の割合（％）：2029（R11）年度

・英語の専門性を有する専任スタッフを配置し、市立小・中・義務教育学校における外国語教育に指導・助言を行い、教員の指導力向上と児童生徒
の英語力向上を図る。　
・指導主事とともに小学校における外国語・外国語活動及び中学校英語の授業訪問や訪問指導を行うことにより、教材やICT、外国語指導助手（ALT
）等の活用状況を把握し、今後の整備に活かす。
・外国語教育指導協力員やALTの配置や派遣について、指導主事の補助を行う。
・外国語教育に関わる教材の充実を図る。
・児童生徒の英語での発信力、コミュニケーション力の育成を目的として「松江市長杯小中学生イングリッシュコンテスト」事業を実施する。
※R6年度末の島根県学力調査廃止に伴い、R7年度より松江市学力調査の項目を成果指標に変更したが、令和7年度予算説明後、新たに同一集団の学
力の伸びに着目した項目を成果指標として変更した。

専任スタッフ　1人配置 
松江市長杯小中学生イングリッ
シュコンテスト実施
教材の有効活用
イングリッシュキャンプ実施

専任スタッフ　1人配置 
松江市長杯小中学生イングリッシュコ
ンテスト実施
教材の有効活用
イングリッシュキャンプ実施

専任スタッフ　1人配置 
松江市長杯小中学生イングリッシ
ュコンテスト実施
教材の有効活用
イングリッシュキャンプ実施

・学習指導要領における外国語教育について、市
立小・中・義務教育学校の教員へ研修や授業改善
のための指導を行う。
・ICT機器や教材について、整備や活用を進める。

・外国語教育指導協力員やALTがより効果的に活用
されるよう、人材確保や配置の工夫、研修に努め
る。

・各校における外国語・外国語活動や英語科への
取組や整備に差がある。
・外国語教育指導協力員やALTをさらに有効に活用
するための研修及び配置の工夫等が必要である。

・学習指導要領についての相互理解や指導におい
て小中学校の連携が十分とは言えない。

学習指導要領実施における外国語教育の拡充
及び重点化により、今後さらに外国語教育を
推進する。

・市立小・中・義務教育学校における外国語教育
を推進し、児童生徒の英語によるコミュニケーシ
ョン能力や外国語の学習への意欲を高める。
・外国語教育における小中学校の連携を円滑にす
すめる。

全国学調　全国
値を上回る中学
校割合（％）

市学調　前年度
比偏差値上昇校
の割合（％）

37.5 65

70

70

73

80

80

3,453
0
0
0

3,453
3,453 3,718

ひとづくり

夢は叶うって思う

外国語教育推進事業

4月

5月～

7月

11月

専任スタッフ配置

学校訪問指導

イングリッシュキャンプ

イングリッシュコンテスト

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

2,141

821

510

20

20

191

15

教育委員会学校教育課

3,718
0
0
0

3,718

3,718

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　外国語教育推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

外国語指導助手（ＡＬＴ）配置事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査（小6・中3）　全国値を上回る中学校の割合（％）：2029（R11）年度
項目名　松江市学力調査（小6・中2）　偏差値（全国推定値との差）が前年より上昇した学校の割合（％）：2029（R11）年度

〇学習指導要領に示されるグローバル社会に対応できる人材の育成
・外国語教育を充実させ、児童生徒の英語によるコミュニケーション能力を伸ばすことを目的に、16人の外国語指導助手（ALT）を
市立小・中・義務教育学校及び皆美が丘女子高に配置している。（学級数に応じた日数、原則学園毎に同ALTを配置）
・児童生徒の英語や外国への興味・関心を高めるとともに、国際文化観光都市松江を担う国際感覚を身に付けた人づくりを行う。

※R6年度末の島根県学力調査廃止に伴い、R7年度より松江市学力調査の項目を成果指標に変更したが、令和7年度予算説明後、新た
に同一集団の学力の伸びに着目した項目を成果指標として変更した。

・外国語指導助手配置　16人
・ALTの有効活用に向けた学校
訪問及び研修等による指導の実
施。

・外国語指導助手配置　16人
・ALTの有効活用に向けた学校訪問及び
研修等による指導の実施。
・令和8年度～10年度の契約に向けたプ
ロポーザルの実施。

・外国語指導助手配置　16人
・ALTの有効活用に向けた学校訪問
及び研修等による指導の実施。

・学習指導要領における「外部人材の活用」の在
り方について、学校訪問や研修会の際に指導助言
を行う。
・派遣契約におけるALT活用について、学校訪問等
の機会に周知・指導を行う。

・現在松江市ではALTを学園（中学校区）ごとに配
置している。外国語教育における小中学校の円滑
な接続が行われるよう一層の工夫や研修が必要で
ある。

市立小・中・義務教育学校及び皆美が丘女子
高等学校での外国語教育の充実を図るため、
英語を母語とする外国人を外国語指導助手（A
LT）として配置する。

国際文化観光都市松江を担う国際感覚を身に
付けた人づくりをめざし、ネイティブスピー
カーの生きた英語や文化に触れる機会を増や
すことによって、児童生徒の興味・関心や英
語でのコミュニケーション能力を高める。

全国学調　全国
値を上回る中学
校割合（％）

市学調　前年度
比偏差値上昇校
の割合（％）

37.5 65

70

70

73

80

80

73,709
0
0
0

73,709
73,709 73,709

ひとづくり

夢は叶うって思う

外国語指導助手（ALT）配置事業

4月

5月～

12月

2月

ALT配置

ALT研修（年間3回）･･･契約事務所による

学校による評価

次年度計画作成

委託料 73,709

教育委員会学校教育課

73,709
0
0
0

73,709

73,709

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　外国語指導助手（ＡＬＴ）配置事業費令和7年度



事業費計

事
業
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目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

小学校外国語教育指導協力員派遣事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　授業や指導がより充実する肯定的回答（％）：2029（R11）年度

・学習指導要領における小学校3・4年生「外国語活動」の必修化及び5・6年生教科「外国語」により、この
事業を充実する必要がある。 
・小学生が英語に慣れ親しみながら意欲的に学ぶため、英語の専門性と多様な知識や経験を持つ外国語教育
指導協力員がモデルを示したり、担当教員と協力しながら対話や活動、授業準備等を行ったりする。 
・専科加配のあった学校を除く市立小・義務教育学校（前期課程）に、外国語教育指導協力員を配置するこ
とを原則とする。

・外国語教育指導協力員配置　
8人（小学校23校、義務教育学
校2校）
・派遣回数　960回

・外国語教育指導協力員配置　8人（小
学校23校、義務教育学校2校）
・派遣回数　960回

・外国語教育指導協力員配置　8人
（小学校23校、義務教育学校2校）

・派遣回数　960回

・小学校外国語教育が中学校での教育に繋がるよ
う、外国語教育指導協力員のよりよい活用につい
て検討する。
・十分な指導力を有する外国語教育指導協力員の
確保と派遣回数の増加に向けた体制を整備する。

・各校での需要や要望が高まっているが十分な配
置ができていない。
・外国語教育を推進するため外国語教育指導協力
員の派遣回数を増やしていくとともに、より有効
な活用についての検討や研修等を進める必要があ
る。

市立小・義務教育学校（前期課程）での外国
語・外国語活動の授業及び国際理解教育の充
実を図るため、英語の指導力を有する外国語
教育指導協力員を配置する。

国際文化観光都市松江を担う国際感覚を身に
付けた人づくりをめざし、英語によるコミュ
ニケーションを図る素地や基礎となる資質・
能力を身に付けたこどもを育てる。

授業や指導がよ
り充実する肯定
的回答（％）

※小学校外国語
教育指導協力員
配置調査

100 100 100 100

5,684
0
0
0

5,684
5,684 5,684

ひとづくり

夢は叶うって思う

小学校外国語教育指導協力員派遣事業

4月

1月

2月

外国語教育指導協力員配置

学校による評価

次年度配置計画

報償費 5,684

教育委員会学校教育課

5,684
0
0
0

5,684

5,684

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　小学校外国語教育指導協力員派遣事業費令和7年度
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松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容
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要
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課
題

方
向
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歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

学校図書館司書配置事業費（小学校）

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査（小6・中3）　全国値を上回る小学校割合（％）：2029（R11）年度
項目名　松江市学力調査（小6・中2）　偏差値（全国推定値との差）が前年より上昇した学校の割合（％）：2029（R11）年度

全市立小・義務教育学校前期課程に学校司書を配置し、児童生徒の情報リテラシーの習得と読書活動に対する意欲向上、学習資料
の相談や提供、探究的な学習の補助等を通して、学校図書館活用教育の充実を図る。
・小学校（義務教育学校八束学園、玉湯学園前期課程を含む）：計33人（週27h勤務17人、週23h勤務16人）

※毎年他県から学校図書館活用教育の先進地区として松江市へ行政視察があり、学校教育課内に設置する学校図書館支援センター
で対応している。
※R6年度末の島根県学力調査廃止に伴い、R7年度より松江市学力調査の項目を成果指標に変更したが、令和7年度予算説明後、新た
に同一集団の学力の伸びに着目した項目を成果指標として変更した。

・市立全小学校31校と義務教育
学校2校（八束学園、玉湯学園
前期課程）へ33人配置（週27時
間17人、週23時間16人　計33人
）

・市立全小学校31校と義務教育学校2校
（八束学園、玉湯学園前期課程）へ33
人配置（週27時間17人、週23時間16人
　計33人）

・市立全小学校31校と義務教育学
校2校（八束学園、玉湯学園前期課
程）へ33人配置（週27時間17人、
週23時間16人　計33人）

・学校司書全校配置を継続して校内体制の充実を
図り、司書教諭や授業担当教員との連携を強化し
、学校図書館を活用した授業時数を増やす。
・学校司書・司書教諭の資質・能力の向上を図る
ための研修を充実させる。
・児童一人当たりの年間貸出冊数を伸ばし、本や
資料との出会いの機会を増やすことで、読書活動
を活性化させる。

・学習指導要領における理念に基づき、こどもたちが
社会に出てからも様々な課題に対処し、解決できる資
質・能力を身に付けるために、学校司書の全校配置を
継続するとともに、学校規模に応じた勤務時間につい
て計画的に取り入れることが必要である。
・学校図書館活用教育の充実のために構築した校内体
制を活用し、司書教諭をはじめ全教職員と学校司書が
協働し様々な教科での実践に取り組む必要がある。

・図書の貸出や返却業務、図書館環境整備によ
り、読書活動や学習活動の活性化を図る。
・児童の読書や学習に関する図書の選定等の相
談や指導を行うことにより、読書活動の意欲向
上と充実を図る。

児童の読書意欲を高めるとともに授業での学
習資料の提供や探究的な学習の補助をするな
ど、教職員と共に学校図書館活用教育の充実
を図る。

全国学調　全国
値を上回る小学
校割合（％）

市学調　前年度
比偏差値上昇校
の割合（％）

30.3 55

70

60

73

75

80

81,436
20,346

0
0

61,090
81,436 89,278

ひとづくり

夢は叶うって思う

学校図書館司書配置事業

4月

4月～12月

2月～3月

全小学校・義務教育学校へ学校司書配置

学校司書対象研修会実施

次年度の学校司書配置準備

報酬

職員手当等

共済費

旅費

53,399

20,463

13,216

2,200

教育委員会学校教育課

89,278
22,963

0
0

66,315

89,278

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　学校図書館司書配置事業費（小学校）令和7年度
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題
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向
性
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歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

学校図書館司書配置事業費（中学校）

（数値目標の達成目標年度）
項目名　全国学力調査（小6・中3）　全国値を上回る中学校割合（％）：2029（R11）年度
項目名　松江市学力調査（小6・中2）　偏差値（全国推定値との差）が前年より上昇した学校の割合（％）：2029（R11）年度

全市立中・義務教育学校後期課程に学校司書を配置し、児童生徒の情報リテラシーの習得と読書活動に対する意欲向上、学習資料
の相談や提供、探究的な学習の補助等を通して、学校図書館活用教育の充実を図る。
・中学校（義務教育学校八束学園、玉湯学園後期課程を含む）：計15人（週27h勤務8人、週23h勤務7人)

※毎年他県から学校図書館活用教育の先進地区として松江市へ行政視察があり、学校教育課内に設置する学校図書館支援センター
で対応している。
※R6年度末の島根県学力調査廃止に伴い、R7年度より松江市学力調査の項目を成果指標に変更したが、令和7年度予算説明後、新た
に同一集団の学力の伸びに着目した項目を成果指標として変更した。

市立全中学校、義務教育学校玉
湯学園後期課程15校へ配置（週
27時間勤務8人、週23時間勤務7
人、計15人）

市立全中学校、義務教育学校玉湯学園
後期課程15校へ配置（週27時間勤務8人
、週23時間勤務7人、計15人）

市立全中学校、義務教育学校玉湯
学園後期課程15校へ配置（週27時
間勤務8人、週23時間勤務7人、計1
5人）

・学校司書全校配置を継続して校内体制の充実を
図り、司書教諭や事業担当教員との連携を強化し
、学校図書館を活用した授業時数を増やす。
・学校司書・司書教諭の資質・能力の向上を図る
ための研修を充実させる。
・生徒一人当たりの年間貸出冊数を伸ばし、本や
資料との出会いの機会を増やすことで、読書活動
を活性化させる。

・学習指導要領における理念に基づき、こどもたちが
社会に出てからも様々な課題に対処し、解決できる資
質・能力を身に付けるために、学校司書の全校配置を
継続するとともに、学校規模に応じた勤務時間につい
て計画的に取り入れることが必要である。 
・学校図書館活用教育の充実のために構築した校内体
制を活用し、司書教諭をはじめ全教職員と学校司書が
協働し様々な教科での実践に取り組む必要がある。

・図書の貸出や返却、図書館環境整備により、
読書活動の活性化を図る。
・生徒や教員へ資料選定等の相談、効果的な資
料の提供等、学習活動をサポートすることによ
り、生徒の学習内容の理解と意欲向上を図る。

生徒の読書意欲を高めるとともに、生徒や教
職員から授業で使う学習資料の相談や提供、
探究的な学習の補助をするなど、教職員と共
に学校図書館活用教育の充実を図る。

全国学調　全国
値を上回る中学
校割合（％）

市学調　前年度
比偏差値上昇校
の割合（％）

37.5 65

70

70

73

80

80

37,998
9,248

0
0

28,750
37,998 40,863

ひとづくり

夢は叶うって思う

学校図書館司書配置事業

4月

4月～12月

2月～3月

全中学校・義務教育学校へ学校司書配置

学校司書対象研修会実施

次年度の学校司書配置準備

報酬

職員手当等

共済費

旅費

24,412

9,355

6,050

1,046

教育委員会学校教育課

40,863
10,511

0
0

30,352

40,863

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会学校教育課　学校図書館司書配置事業費（中学校）令和7年度



事業費計

事
業
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目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

特別支援学級介助員配置事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　中学校3年生特別支援学級在籍生徒の進路選択に対する満足割合【対象生徒へのアンケート】：2029（R11）年度
項目名　年間授業時数のうち特別支援学級と通常の学級の児童生徒の交流学習計画授業時数の割合【各年5月1日時点】：202
9（R11）年度
項目名　就学支援の納得度の割合【発達・教育相談支援センターが就学支援に関わった保護者へのアンケート】：2029（R11
）年度

・特別支援学級に在籍する児童生徒の安全確保や必要な介助、交流及び共同学習の充実のため「特別支援学級介助員」を配
置する。
・配置にあたっては、各学級に在籍する児童生徒の人数や実態を踏まえた上で、人的支援の必要性を精査して行う。
・事業開始：平成7年度

・小学校（義務教育学校前期課
程含む）16校21人、中学校5校6
人　計27人配置

・週19時間以内の勤務
・報酬1,351円／時間
・校外教育活動旅費:年間4,000
円
・研修:年3回

・小中学校（義務教育学校含む）　計2
8人配置（1人増）

・週19時間以内の勤務
・報酬＠1,351円／時間
・校外教育活動旅費:年間4,000円
・研修:年3回

・特別支援学級に在籍する児童生
徒数の増加と教育的ニーズの多様
化が進んでおり、配置の必要性の
高い学級が増えているため、配置
を拡充し基礎的環境整備を整える
。
・週19時間以内の勤務

・一人一人の教育的ニーズに応じた指導と、通常の学級の児
童生徒との交流及び共同学習をより充実させるために、特別
支援学級介助員の配置を拡充し、基礎的環境を整える。

・管理職、通常の学級担任、特別支援学級担任、特別支援教
育コーディネーター等との連携を図り、学校全体で特別支援
学級児童生徒の教育を推進する。

・特別支援学級担任の指導力の向上を図るために、研修や巡
回相談を充実させる。

・特別支援学級在籍児童生徒数の増加と障がいの
多様化が進んでおり、担任1人での対応が難しい学
級が増加している。

・障がいの程度が重度であっても、地域の学校で
育てたい保護者が増えていること、通常の学級で
の交流及び共同学習を必要とする児童生徒が増え
ていること等から、特別支援学級介助員の配置の
ニーズが高まってきている。

特別支援学級に在籍する児童生徒に対する安
全確保や介助を行い、学校生活への適応や学
習活動の充実を図る。特にインクルーシブ教
育システムの構築に向け、特別支援学級児童
生徒の交流及び共同学習の充実を図る。

①特別支援学級に在籍する児童生徒の安全確保
と必要な介助・支援を行う。
②5人以上在籍する特別支援学級に配置する。
③障がいの程度が重度な児童生徒の地域の学校
への就学ニーズに応じる。

進路選択に対す
る生徒の満足割
合（％）

交流学習計画授
業時数の割合（
％）

就学支援に対す
る保護者の納得
度割合（％）

90

42

90

90

43

90

90

43

90

90

47

92

36,457

36,457
36,457 41,127

ひとづくり

夢は叶うって思う

特別支援学級介助員配置事業

4月

6・9・12月

7・12・3月

8月～

3月任用、説明会

研修、配置校訪問

配置校から「支援状況報告書」提出

次年度に向け配置の在り方等の検討

次年度配置校決定

報酬

職員手当等

共済費

旅費

28,750

11,218

124

1,035

教育委員会発達・教育相談支援センター

41,127

41,127

41,127

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会発達・教育相談支援センター　特別支援学級介助員配置事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

青少年支援センター運営費

様々な困難を抱えるこども・若者やその家族から気軽に相談できるセンターとして運営する。
支援については、居場所支援（学び・生活支援）、就労支援など相談者の要望を踏まえ、相談者に寄り添い
きめ細やかな支援を継続的に実施する。

○こども・若者に関する相談・
支援
・相談支援活動の実施
・継続的な居場所支援（学び・
生活支援）、就労支援等の実施

・社会体験事業の実施
○関係機関との連携
・青少年支援連絡会、青少年支
援セミナー、及び事例検討会の
開催
・就労等体験協力事業所の開拓

○こども・若者に関する相談・支援
・相談支援活動の実施
・継続的な居場所支援（学び・生活支
援）、就労支援等の実施
・社会体験事業の実施
○関係機関との連携
・青少年支援連絡会、青少年支援セミ
ナー、及び事例検討会の開催
・就労等体験協力事業所の開拓

○こども・若者に関する相談・支
援
・相談支援活動の実施
・継続的な居場所支援（学び・生
活支援）、就労支援等の実施
・社会体験事業の実施
○関係機関との連携
・青少年支援連絡会、青少年支援
セミナー、及び事例検討会の開催

・就労等体験協力事業所の開拓

・誰もが気軽に相談できる環境づくりを行う。
・相談者の実情に合わせ、寄り添いながらきめ細
やかな支援を行い、最終的には社会人としての自
立ができるよう導く。
・相談者の要望等を踏まえながら関係機関との連
絡・協議の機会を増やすなど、ネットワークを強
化し、切れ目ない支援体制の構築を行っていく。

・引き続き関係機関とのネットワークを強化し、
切れ目ない支援体制の構築を行っていく必要があ
る。
・支援者の困難特性が複雑化しており、これに対
応できる指導員のスキル向上を図る必要がある。

様々な困難を抱えるこども・若者から相談を
受け、悩みを解決するための必要な支援を行
う。

様々な困難を抱えるこども・若者の円滑な社
会生活及び自立

就労等体験協力
事業所数

51 51 51 51

2,560
457
0
0

2,103
2,560 2,482

ひとづくり

夢は叶うって思う

青少年支援事業

通年

7月

随時

随時

相談・支援業務

青少年支援連絡会の開催（年1回）

青少年支援セミナーの開催

事例検討会の開催

報償費

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

424

19

206

187

1,646

教育委員会青少年支援室

2,482
449
0
0

2,033

2,482

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会青少年支援室　青少年支援センター運営費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

青少年自立支援事業費

（数値目標の目標年度）
項目名　主催講座参加者数（人）：2029（R11）年度

こども・若者の居場所や自立に向かうきっかけとなる事業を、地域、利用者、講師、行政などから構成される「
音楽＆ものづくりスタジオ運営委員会」に委託して実施する。
〇市民活動センター内の「音楽スタジオ」及び「ものづくりスタジオ」を活用した居場所・文化創造の各事業
・主催講座
　音楽講座（ドラム、ボーカル、ピアノ、エレキギター）
　ものづくり講座（レザークラフト、クッキング、軽スポーツ）
・スタジオの貸出

・講師と指導員との連携を取りな
がら主催講座を運営することで、
青少年支援センター通所者が毎回
楽しく講座に参加している様子が
うかがえた。
・青少年支援センター通所者以外
にも困難を抱えるこども・若者の
居場所として、主催講座の利用が
あった。
・貸出の周知により、音楽スタジ
オの利用者が増加した。1月末時
点利用者数（延べ）262人
・ものづくりスタジオも換気設備
が整い貸出を再開した。

・困難を抱えるこども・若者が参加し
やすい主催講座を企画し、青少年支援
センターに通所する相談者の参加を促
す。
・困難を抱えるこども・若者が安心し
て主催講座に参加できるよう、講師と
指導員との連携を密にしていく。
・引き続き貸出の周知により、スタジ
オ利用者を増やす。

・困難を抱えるこども・若者が参
加しやすい主催講座を企画し、青
少年支援センターに通所する相談
者の参加を促す。
・困難を抱えるこども・若者が安
心して主催講座に参加できるよう
、講師と指導員との連携を密にし
ていく。
・引き続き貸出の周知により、ス
タジオ利用者を増やす。

・スタジオの運営については、地域の人材や団体
との連携、関係者の理解・協力を得ながら、限ら
れた財源の中で創意工夫し事業を行う。
・主催講座を中心とした事業を展開し、より多く
の居場所を作っていく。
・こども・若者の居場所、活動の場としてスタジ
オの利用促進を図る。

・市内の居場所に通っている困難を抱えるこども
・若者の主催講座への参加について、受入れ体制
などが課題である。
・音楽スタジオの楽器や音響機材などが老朽化し
てきており、今後更新のための経費がかかってく
る。

様々な人との交流や体験を通して、松江市の
将来を担うこども・若者たちの自立を支援す
る。

・主催講座への参加者数の増加
・スタジオ利用者数の増加

主催講座参加者
数（人）

234 260 300 400

4,931
1,000

0
0

3,931
4,931 5,495

ひとづくり

夢は叶うって思う

青少年支援事業

6月

10月

3月

通年

第1回運営委員会

第2回運営委員会

第3回運営委員会

主催講座、スタジオ貸出

報酬

職員手当等

共済費

旅費

委託料

2,133

810

511

41

2,000

教育委員会青少年支援室

5,495
1,000

0
0

4,495

5,495

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会青少年支援室　青少年自立支援事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

青少年居場所事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　支援団体数（団体）：2029（R11）年度

島根県「子ども・若者自立支援総合推進事業補助金」（R2年度～R7年度、補助率1/2）を活用し、NPO法人等
が困難を抱えるこども・若者の自立につなげるために行っている居場所の提供や就労支援事業を支援する。

補助率2/3（１団体当たり限度額2,000千円）
事業費8,000千円（市4,000千円　県4,000千円）

・NPO法人等が困難を抱えるこ
ども・若者の自立につなげるた
めに行っている居場所の設置や
運営、就労支援事業を支援する
ことができた。
・支援団体の活動の視察や事業
進捗状況の確認、意見交換を行
い、連携を図ることができた。

・NPO法人等が困難を抱えるこども・若
者の自立につなげるために行っている
居場所の設置や運営、就労支援事業を
支援する。
・より多くの団体が制度を利活用でき
るよう、市内の居場所事業を行うNPOに
対してPRに努める。

・NPO法人等が困難を抱えるこども
・若者の自立につなげるために行
っている居場所の設置や運営、就
労支援事業を支援する。
・より多くの団体が制度を利活用
できるよう、市内の居場所事業を
行うNPOに対してPRに努める。

居場所事業を行っている団体との連携を密にして
、困難を抱えるこども・若者を支援するとともに
、より多くの団体への支援を行っていく。

より多くの困難を抱えるこども・若者を支援する
ことが可能となるよう、今後も多くの団体への支
援ができる仕組みを検討する必要がある。

困難を抱えるこども・若者の自立を促すため
、こども・若者の居場所の設置、運営を行う
団体を支援する。

困難を抱えるこども・若者の自立

支援団体数(団体
）

4 4 4 6

8,000
4,000

0
0

4,000
8,000 8,000

ひとづくり

夢は叶うって思う

青少年支援事業

4～5月

3月

交付申請受付・交付決定

事業完了

負担金補助及び交付金 8,000

教育委員会青少年支援室

8,000
4,000

0
0

4,000

8,000

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会青少年支援室　青少年居場所事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

中央図書館運営費

松江市立中央図書館の管理運営費。
運営は、公益財団法人松江市スポーツ・文化振興財団に委託。

・市民の意見を取り入れながら、ニーズに応じた資料の収集やレファレンス、情報の発信を行う。
・市立図書館の核となる中央図書館は、2つの地域館（島根・東出雲）、移動図書館車及び配本事業との連
携、並びに地域や学校図書館、大学等とのネットワークにより全市域に良質な図書サービスを提供する。

「第3次松江市子どもの読書活
動推進計画」に係る読書につい
てのアンケート調査の実施

【その他財源内訳】
市立図書館定期講座受講料:70
千円、広告料収入:147千円

・中高生世代に向けた読書活動推進の
取り組み
・電子書籍導入に向けた検討
・民間の書店との読書普及に向けた連
携
・読書バリアフリーに関するＰＲの強
化等

・中高生世代に向けた読書活動推
進の取り組み
・民間の書店との読書普及に向け
た連携
・読書バリアフリーに関するＰＲ
の強化等

・松江市立図書館全体で、市民一人当たりの年間
貸出冊数:4冊をめざす。
・中高生への本に関するPR方法などを工夫し、貸
出冊数の増加をめざす。
・民間の書店や福祉関係施設との連携を強化し、
本に親しむ環境の醸成を図る。
・電子書籍導入の検討について、学校図書館との
連携を強化する。

・利用者の新規拡大
・中高生世代の読書活動推進
・読書バリアフリー対応
・電子書籍導入に向けた検討
・他部局等との連携強化

図書や記録などの資料を適正に収集・整理・
保存し、一般公衆が利用できるように提供す
ることで、市民の教養や調査研究、レクリエ
ーションなどに役立ててもらう。

市民が利用しやすい図書館づくり

中央図書館貸出
冊数（冊）

中央図書館利用
者数（人）

高校生1人あたり
の年間貸出冊数
（冊）

421,947

90,738

0.6

430,500

92,500

0.8

430,500

92,500

0.8

496,000

94,000

1.0

0
0 31,996

ひとづくり

夢は叶うって思う

図書館の運営

月水木金土曜日

木土曜日

各月１回土曜日

年７回

年３回

2月頃

移動図書館車の運行

おはなし会の実施

定期講座（古文書・小泉八雲）の開催

語り手のための講座

「よるの図書館」の開催

蔵書点検

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

公課費

2

386

47

30,365

1,179

17

中央図書館

31,996

260
31,736

31,996

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

中央図書館　中央図書館運営費令和7年度
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時期 実施内容
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目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

皆美が丘女子高魅力化事業費

（数値目標の達成目標年度）
○入学者一般選抜募集定員競争率：2030（R12）年度までに1.00以上
○入学定員充足率　　　　　　　：2030（R12）年度までに1.00

（事業概要）
○学科再編（普通科に総合選択制を導入・国際コミュニケーション科を新設・学校設定科目として地域密着
型の課題解決型学習「まつえ学」を設定）／○部活動の充実／○高大連携・高専連携／○校名変更

・まつえ学コーディネーターを「
魅力化コーディネーター」に名称
変更し、魅力化事業全般にかかる
連携業務を担当するものとして２
名に増員※
・高大(専)連携の推進（継続）
・学校の取組を情報発信（継続)
・ALTの常駐化（R6新規）
・外国語大学でのキャンパス体験
（継続）
・台北市立大学との訪問交流（R6
新規）※
ほか、魅力化に必要な事項

（※は別事業費あり。）

・魅力化コーディネーターを配置（継
続）※
・高大(専)連携の推進（継続）
・学校の取組を情報発信（継続)
・ALTの常駐化（継続）
・外国語大学でのキャンパス体験（継
続）
・台北市立大学との訪問交流（継続）
※
・中国杭州との交流事業※
ほか、魅力化に必要な事項

（※は別事業費あり。）

・魅力化コーディネーターを配置
（継続）※
・高大(専)連携の推進（継続）
・学校の取組を情報発信（継続）

・ALTの常駐化（継続）
・外国語大学でのキャンパス体験
（継続）
・台北市立大学との訪問交流（継
続）※
・中国杭州との訪問交流（継続）

ほか、魅力化に必要な事項

（※は別事業費あり。）

・本校の特色を明確にして学校の魅力を高める。
・協定に基づく島根県立大との連携事業や外国語大学
でのキャンパス体験など、高大（専）連携を推進する
。
・台北市立大学や中国杭州第十四中学との交流を継続
する。
・SNSを活用した情報発信や中学校での進路説明会への
参加など積極的にPR活動を行う。
・独自採用による教員は現行の体制を維持しつつ、県
立高校からの派遣を継続する。【教育総務課】

・入学者定員割れの解消
・他校との差別化
・学校の魅力をPR
・独自採用した教員の資質向上のための他校との
人事交流【教育総務課】

「より広く より高く」の校訓のもと、
○地域を学び地域を愛し地域社会に活力を与えそ
の発展を担う女性／○グローバルな感性と高い志
を備えた女性／○生涯にわたって主体的に生きる
女性
の育成を目指す。

中国四国地方唯一の公立女子高として他校と
の差別化を図り、より一層特色を明確にして
魅力を高め、高等学校に進学する受験生やそ
の保護者に選ばれる学校を目指す。

入学者一般選抜
募集定員競争率

入学定員充足率

0.63

0.68

1.00

1.00

1.00

1.00

1.00

1.00

6,909

187
6,722
6,909 10,321

ひとづくり

夢は叶うって思う

女子高魅力化推進事業

8月

10月

通年

通年

時期調整外国語大学でのキャンパス体験

台北市立大学との交流事業

高大（専）連携の推進

学校の取組を情報発信

中国杭州との交流事業

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

6,212

810

1,196

23

272

669

11

989

139

松江市立皆美が丘女子高等学校

10,321
0

280
10,041

10,321

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

松江市立皆美が丘女子高等学校　皆美が丘女子高魅力化事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

生活困窮者就学支援事業費

　本事業は、生活保護世帯を含む生活困窮世帯（要保護世帯および準要保護世帯）の中学2年生、3年生を対象として、次に掲げる取組を、適切、公
正、中立かつ効率的に実施する能力を有する事業者に委託して実施する。（国庫補助率１／２、市負担率１／２）
①学習支援
　　高校受験のための進学支援、学校の勉強の復習、学習の習慣づけ
②居場所（自習室）の提供
　　子どもが安心して通える場所の提供
③進路相談等
　　個別の進路相談、進学に必要な奨学金などの公的支援の情報提供

※中学2年生は、令和６年度から対象

（数値目標の目標年度）
事業利用生徒進学率（3年生）：2029(R11)年度、要・準要保護生徒進学率（3年生）：2029（R11）年度

【実績見込】
本事業利用者の高校進学率：100.
0%
利用人数：146名(中学2年生、3年
生合計）
指導回数：生徒1人あたり全30回

　　　　　中学2年生（8月から3
月までの月4回）／1回90分
　　　　　中学3年生（7月から2
月までの月4回）／1回90分
指導形式：集団型（習熟度を加味
したクラス編成：講師１人につき
生徒10名まで）
指導場所：事業者が指定する場所

【事業計画】
本事業利用者の高校進学率：100.0%
利用定員：150名(中学2年生、3年生合
計）
指導回数：生徒1人あたり全30回
　　　　　中学2年生（8月から3月まで
の月4回）／1回90分
　　　　　中学3年生（7月から2月まで
の月4回）／1回90分
指導形式：集団型（習熟度を加味した
クラス編成：講師１人につき生徒10名
まで）
指導場所：事業者が指定する場所

【事業計画】
本事業利用者の高校進学率:100.0%

利用定員：150名(中学2年生、3年
生合計）
指導回数：生徒1人あたり全30回
　　　　　中学2年生（8月から3月
までの月4回）／1回90分
　　　　　中学3年生（7月から2月
までの月4回）／1回90分
指導形式：集団型（習熟度を加味
したクラス編成：講師１人につき
生徒10名まで）
指導場所：事業者が指定する場所

　本事業の実施にあたっては、利用生徒のプライ
バシー保護に万全を期し、安心して利用できる学
習支援を継続して行う。
　本事業は令和6年度から中学2年生も対象として
実施。令和6年度は146名の利用があったことから
、令和7年度は150名の定員で実施予定。
　多くの対象の方に利用頂けるように関係課と連
携し、周知を図る。

令和元年度、2年度、3年度、4年度、5年度に本事
業を利用した要保護・準要保護生徒の高校進学率
は、100.0％であり目標を達成している（アンケー
トで回答が得られた利用者のみ）。
　生活困窮世帯を対象としているためプライバシ
ー保護に万全を期す必要がある。
　

　生活困窮世帯で一般的に言われている「貧
困の連鎖」を防止するため、対象世帯の中学2
年生、3年生に対する学習支援を行うことによ
り、将来の自立促進を図るもの。

　「貧困の連鎖」を防止するため、対象世帯
の中学2年生、3年生に対する学習支援を行う
ことにより、高校進学率を高める。

事業利用生徒進
学率（3年生）（
％）

要・準要保護生
徒進学率（3年生
）（％）

100

98.8

100

98.8

100

98.8

100

99

7,761
3,880

3,881
7,761 8,370

ひとづくり

夢は叶うって思う

生活困窮世帯の学習支援

3月～4月

5月

6月

7月

8月

2月

3月

プロポーザル募集開始

委託事業者選定・対象世帯へ事業案内送付

利用生徒募集・利用生徒決定

学習指導開始（中学3年生）

学習指導開始（中学2年生）

学習指導終了（中学3年生）

学習指導終了（中学2年生）・事業完了

需用費

役務費

委託料

11

134

8,225

健康福祉部生活福祉課

8,370
4,185

0
4,185

8,370

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部生活福祉課　生活困窮者就学支援事業費令和7年度
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節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

多文化共生推進事業費

外国人住民にとっても住みやすいまちをつくるために必要な生活支援を行うとともに、松江市民との交流の
場をつくる。また、松江市民の国際理解を深める機会を提供する。
なお、松江市多文化共生推進プランについて、令和7年度末で第１期計画期間が満了することから、今年度
検討委員会を開催し、改定を行っていく。
（１）松江市多文化共生推進プラン改定（２）留学生・外国人住民支援（防災訓練、文化体験等）（３）多
文化交流イベント（交流の場づくり）（４）国際理解講座（国際交流員や外国人住民による文化紹介講座）
（５）行政情報の多言語化（６）日本語教室等との協働

（１）出前講座、自主企画講座
、動画配信による国際理解講座
等を実施
（２）外国人相談窓口を設置し
、また、市政情報の多言語化な
どを実施
（３）外国人住民向け防災訓練
などを実施
（４）多文化共生を推進するた
めの交流イベントなどを実施

（１）松江市多文化共生推進プランの
改定
①検討委員会の開催（7月、10月、2月
）
②外国人住民を対象としたアンケート
の実施（8月ごろ）
（２）出前講座、自主企画講座、動画
配信による国際理解講座等を実施
（３）外国人相談窓口を設置し、また
、市政情報の多言語化などを実施
（４）外国人住民向け防災訓練などを
実施
（５）多文化共生を推進するための交
流イベントなどを実施

（１）出前講座、自主企画講座、
動画配信による国際理解講座等を
実施
（２）外国人相談窓口を設置し、
また、市政情報の多言語化などを
実施
（３）外国人住民向け防災訓練な
どを実施
（４）多文化共生を推進するため
の交流イベントなどを実施

松江市多文化共生推進プランの推進を図る。外国人住民支援については、現状の把握や、外国
人コミュニティとの人脈づくりが必要である。ま
た、支援だけでなく、外国人住民が地域で活躍で
きる場づくりが必要である。

多様性を尊重し、誰もが心豊かに暮らし、活
躍できる多文化共生のまちづくりを推進する
。

松江市多文化共生推進プランに基づき、「言
葉の壁を乗り越えるまち」「誰もが安心して
暮らし続けられるまち」「多様性を尊重し、
誰もが活躍できるまち」づくりを目指す。

多文化理解を促
進する事業への
参加者数 2,320 2,400 2,600 3,000

687
128

140
419
687 1,219

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

多文化共生推進事業

通年

通年

6月

7月

11月

2月

7、10、2月

8月ごろ

出前講座の実施

外国人住民相談窓口の設置

職員向けやさしい日本語研修実施

多文化共生イベント実施

多文化共生イベント実施

外国人住民向け防災訓練実施
検討委員会の開催（松江市多文化共生推進プラン）

外国人住民向けアンケートの実施（松江市多文化共生推
進プラン）

報酬

報償費

需用費

役務費

委託料

119

166

210

638

86

観光部国際観光課

1,219
128

140
951

1,219

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

観光部国際観光課　多文化共生推進事業費令和7年度
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題
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性
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歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

男女共同参画事業

第３次松江市男女共同参画計画（計画期間：令和4年度～8年度）を実行性のある計画とするための施策に取り組む

＜第３次計画の３つの基本目標＞
①男女共同参画意識が浸透した社会の実現
②男女がともに活躍できる社会の実現
③あらゆる暴力の根絶など安心して暮らせる社会の実現
＜施策の一例＞
①年代に応じた各種講座や出前講座を中心とした意識啓発事業
②市民や事業所に向けたワーク・ライフ・バランスに向けた意識啓発事業
③あらゆる暴力の防止に向けた啓発や相談体制の充実

【数値目標説明】
成果指標「固定的な性別役割分担意識の否定割合」「市の審議会等への女性の参画率」……目標年度：令和8年度　出典：第3次松江市男女共同参画計画

〇男女共同参画週間（6月）や女
性に対する暴力をなくす運動期間
（11月）にあわせ、パネル展示や
セミナー等による啓発を行った。

〇対象者層のニーズに応じた出前
講座等を実施した。
　出前講座29回、男性講座3回、
両立支援セミナー1回
〇女性を取り巻く問題解決に向け
、女性相談や法律相談、カウンセ
リングを実施した。
〇第３次松江市男女共同参画計画
の数値目標の一部見直しを行った
。

〇男女共同参画週間（6月）や女性に対
する暴力をなくす運動期間（11月）に
あわせた、パネル展示やセミナー等に
よる啓発の強化。
〇出前講座の実施。
〇女性相談や法律相談、カウンセリン
グの実施。
〇男女共同参画に関する市民意識調査
の実施。
〇「松江市審議会等における女性の登
用率向上のガイドライン」の見直し。

〇男女共同参画週間（6月）や女性
に対する暴力をなくす運動期間（1
1月）にあわせた、パネル展示やセ
ミナー等による啓発の強化。
〇出前講座の実施。
〇女性相談や法律相談、カウンセ
リングの実施。
〇第4次松江市男女共同参画計画の
策定。

○地域ごとに選出されている男女共同参画サポーター
と連携し、その地域のニーズにあった出前講座を実施
し、男女共同参画への意識浸透を図る。
○DV等の啓発については、DV講座の開催などに合わせ
て、相談機関・窓口の周知を行うなど、関係団体等と
連携し啓発を行っていく。あわせて、中学生や高校生
など若い世代への啓発活動を強化していく。
○政策決定の場における女性の参画率向上に向けて、
ガイドラインの見直しに合わせ、女性が参画しやすい
環境づくりの意識浸透を図る。

○性別による固定的役割分担意識の解消や、あら
ゆる暴力の根絶など男女共同参画社会の実現する
ためには、幼少期から各年代に応じたきめ細やか
な教育や啓発活動を行う必要がある。
○政策決定の場における女性の参画率が不十分で
ある。

「市民一人ひとりが性別にかかわりなく、と
もに支えあい、いきいきと暮らしていける松
江」の実現

○性別による固定的役割分担意識の解消や男女
の地位の平等感の向上など意識改革を図る。
○DVや各種ハラスメントなどあらゆる暴力の根
絶に向けた啓発活動と相談体制の充実を図る。

固定的な性別役
割分担意識の否
定割合（%）

市の審議会等へ
の女性の参画率
（％）

78.9

36.6

81

40

82

40

82

40

11,928
1,593

10,335
11,928 15,341

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

男女共同参画の推進

通年

通年

年２回程度

6月

8月

11月

出前講座

女性相談、法律相談、カウンセリング

男女共同参画審議会

男女共同参画週間事業

市民意識調査

女性に対する暴力をなくす運動期間事業

報酬

職員手当等

共済費

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

6,463

2,294

1,463

1,190

282

389

276

2,560

189

235

市民部人権男女共同参画課

15,341
1,653

13,688

15,341

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

市民部人権男女共同参画課　男女共同参画事業令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

特別支援教育支援員配置事業費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　年間授業時数のうち特別支援学級と通常の学級の児童生徒の交流学習計画授業時数の割合【各年5
月1日時点】：2029（R11）年度

・通常の学級に在籍する児童生徒のうち、発達障がい等、学習や行動上特別な支援を必要とするこどもたち
への支援の充実のため「特別支援教育支援員」を配置する。
・通常の学級において特別な支援を必要としている児童生徒は増加しており、校内の支援体制の確立ととも
に、担任を中心とした分かりやすい指導のもと、一人一人の教育的ニーズに応じた支援を行う。
・事業開始：平成19年度

・小学校18人、中学校7人、義
務教育学校2人　計27人配置

・週19時間以内の勤務
・報酬＠1,446円/時間
・校外教育活動旅費:年間1,500
円
・研修:年3回

・小中学校（義務教育学校含む）　計2
8人配置（1人増）

・週19時間以内の勤務
・報酬＠1,446円/時間
・校外教育活動旅費:年間1,500円
・研修:年3回

・通常の学級に在籍する特別な支
援を必要としている児童生徒は増
加しており、増員を含めた適正な
配置のあり方を検討し、校内支援
体制の充実を図る。
・週19時間以内の勤務

・特別支援教育支援員の必要性やその効果について把
握し、増員を含め適正な配置の在り方を検討する。

・校内支援体制を中心となって機能させる役割の教員(
特別支援教育コーディネーター)との連携を強化し事業
を進める。

・一人一人の教育的ニーズに応じた支援の充実を図る
ために、個別の指導計画や個別の教育支援計画の利活
用を進める。

・特別な支援を必要とする児童生徒は増加してお
り、特別支援教育支援員の配置を含め、人的な対
応が必要なケースも多い。

・校内支援体制の中での特別支援教育支援員の位
置付けと、活用の在り方を明確にしていく必要が
ある。

通常の学級に在籍する児童生徒のうち、発達
障がい等、学習や行動上特別な支援を必要と
するこどもたちに対して、学校生活への適応
や学習活動の充実を図る。

①きめ細かな対応と校内支援体制の強化②学
習意欲の維持・向上
③不適応の未然防止

交流学習計画授
業時数の割合（
％） 42 43 43 47

0
0 44,042

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

特別支援教育支援員配置事業

4月

5月

6・9・12月

7・12・3月

8月～

3月

任用、説明会

配置校から「活用に関する計画書」提出

研修、配置校訪問

配置校から「支援状況報告書」提出

次年度に向け配置の在り方等の検討

次年度配置校決定

報酬

職員手当等

共済費

旅費

30,771

12,008

133

1,130

教育委員会発達・教育相談支援センター

44,042

44,042

44,042

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会発達・教育相談支援センター　特別支援教育支援員配置事業費令和7年度



事業費計

事
業
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的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

公民館管理費

（数値目標の達成目標年度）
項目名　公民館年間利用者数（人）：2029（R11）年度

指定管理制度により、地域に根ざした（地域特性やニーズに応じたきめ細かな）公民館運営を行う。

公民館の維持管理にかかる経費
[指定管理]
　市内29公民館について、公設自主運営方式により、市からの指定管理料と地元費により運営する。

・市内29公民館を指定管理者制
度により運営した。
・優秀な人材を安定的に確保・
育成するため、学歴、職歴の経
験年数換算制度の導入、超過勤
務制度の確立、休暇制度の充実
による公民館職員の処遇改善を
図った。

・市内29公民館を指定管理者制度によ
り運営する。

・市内29公民館を指定管理者制度
により運営する。

・修繕については、緊急性等により優先順位をつ
けて随時実施する。 
・老朽化が進む施設については、改修や移転等に
ついて検討・調整を行う。

・建築後35年以上経過する公民館が7館あり、全体
的に施設の老朽化が進行している。

公民館の適正な維持管理

社会教育施設並びに地域の拠点として住民に
とって利用しやすい施設となるよう、必要な
保守点検管理や修繕等を行う。また、地域を
主体とする公民館運営を推進する。

公民館年間利用
者数（人）

700,500 900,000 930,000 1,000,000

705,514
0
0
98

705,416
705,514 714,160

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

公民館の管理

需用費

委託料

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

1,351

711,113

1,462

234

教育委員会生涯学習課

714,160
0
0

118
714,042

714,160

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　公民館管理費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

公民館振興事業費

公民館を中心とした市民の自発的・自主的なグループ活動やサークル活動の学習成果発表の場としての市民
学習発表会、及び広域地域の課題に対応する事業としてのブロック事業を実施し、市民の地域間交流を深め
、また生涯学習を推進するもの。

■公民館の事業にかかる経費。
・市民学習発表会委託料　2,000千円

決算額見込み　市民学習発表会
等委託料　1,880千円

計画　市民学習発表会等委託　2,000千
円

計画　市民学習発表会等委託

従前からの事務事業の進め方を研究し、館長及び
職員と協議しながら、開催内容や運営方法等につ
いて検討していく。

開催にかかる公民館の事務負担の軽減

公民館における生涯学習、社会教育活動の推
進

公民館における社会教育事業に対して経費を
支出、助成する。

公民館年間利用
者数（人）

700,500 900,000 930,000 1,000,000

1,880
0
0
0

1,880
1,880 2,000

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

公民館振興事業

委託料 2,000

教育委員会生涯学習課

2,000
0
0
0

2,000

2,000

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

教育委員会生涯学習課　公民館振興事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

重層的支援体制整備事業費

　地域住民の複雑化、複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築に向けて、既存の分野別（
介護、障がい、子ども、生活困窮）事業に、新たに分野横断的な取組みを加え「Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、
Ⅲ地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する。 
　分野別で行う既存の相談支援や地域づくりの取組みはそれぞれの事業で継続して予算化し実施する。 
　分野横断的な事業（本予算）は、これまでの地域共生モデル事業（H29～R2年度）の取組みを発展させ、
複雑化した課題や制度の狭間の課題に対応するため、オーダーメイドの支援プランを作成する等、多機関が
連携する体制の構築や支援を行う。 
　運営主体は、これまで様々な分野で相談支援等を担ってきた松江市社会福祉協議会へ委託。
［数値目標の目標年度］ふくしなんでも相談所の設置数：2029（R11）年度

・あらゆる生活課題に対応するた
め、福祉や医療、司法等さまざま
な関係機関と連携し、包括的な対
応を進めた。
・単独の相談支援機関では対応が
難しい事例を重層的支援会議で支
援の方向性を整理、プランを作成
した。
・必要な支援が届いていない方へ
のアウトリーチを継続して実施し
、対象者のニーズに沿った支援に
取り組んだ。
・地区社協が行う住民主体の地域
づくり事業への支援を実施した。

・引き続きあらゆる生活課題に対応す
るため、福祉や医療、司法等さまざま
な関係機関と連携し、包括的な対応を
進める。
・単独の相談支援機関では対応が難し
い事例は重層的支援会議で支援の方向
性を整理、プランを作成する。
・必要な支援が届いていない方へのア
ウトリーチを継続して実施し、対象者
のニーズに沿った支援や居場所づくり
を多機関が連携して行う。
・地区社協が行う住民主体の地域づく
り事業への支援を行う。

・引き続きあらゆる生活課題に対
応するため、福祉や医療、司法等
さまざまな関係機関と連携し、包
括的な対応を進める。
・単独の相談支援機関では対応が
難しい事例は重層的支援会議で支
援の方向性を整理、プランを作成
する。
・必要な支援が届いていない方へ
のアウトリーチを継続して実施し
、対象者のニーズに沿った支援や
居場所づくりを多機関が連携して
行う。
・地区社協が行う住民主体の地域
づくり事業への支援を行う。

　住民のより身近なエリアでの相談支援体制の構
築を目指すとともに、単独の支援機関では難しい
複合化した課題、既存の取組では対応できない狭
間のニーズに対応し、多機関と連携して包括的な
支援を行う。 
　また、引き続き、住民が主体的に地域課題を把
握し、解決を試みることができる体制を維持して
いく。 

　住民の抱える生活、福祉課題は複雑化、複合化して
きている。そのニーズに対応するため、相談支援体制
の強化を図る必要がある。 
　現在、地域包括支援センター等に「ふくしなんでも
相談所」を開設しているが、住民がより身近な地域で
相談できる体制をつくるとともに、複合的な課題につ
いて多機関と連携して支援を行っていく必要がある。

　

　制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手
という関係を超えて、地域の住民や多様な主
体が参画し、人や資源が世代や分野を超えて
つながることで、住民の暮らしと生きがい、
地域を創る地域共生社会の実現を目指す。

　複雑化・複合化した課題に的確に対応する
ための包括的・総合的な相談支援体制を構築
する。 
　また、住民が主体的に地域課題を把握し、
解決を試みることができる体制を構築する。 

ふくしなんでも
相談所の設置数

※サテライト含
む

47 55 59 72

37,726
25,878

0
11,848
37,726 36,682

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

重層的支援体制整備事業（包括的な支援体制の整備）

通年

通年

通年

通年

通年ふくしなんでも相談所の運用・周知

多機関協働事業の実施

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の実施

参加支援事業の実施

地域づくりに向けた支援事業の実施

委託料 36,682

健康福祉部健康福祉総務課

36,682
25,107

0
11,575

36,682

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部健康福祉総務課　重層的支援体制整備事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

松江市まめなかポイント事業費

　松江市まめなかポイント事業は、平成29年5月より、介護保険制度の総合事業の一般介護予防事業の一つ
として、松江市社会福祉協議会に委託し事業を開始した。
※財源：介護保険料50％、国25％、県12.5％、市（一般財源）12.5％

　この事業の内容として、次の活動につき換金可能なポイントを付与することにより、介護予防への意識の
高揚、元気高齢者の社会参加につなげるもの。
　①６５歳以上の市民がボランティア受入施設（社会福祉施設等）においてボランティア活動を行った場合
に、その個人に対し、ポイントを付与するもの。
　②なごやか寄り合い事業を実施する団体のうち、まめなかポイント事業に登録した団体に対し、１回の活
動につきポイントを付与するもの。

・ボランティア登録者　116人

・事業説明会の実施

・ボランティア登録者　300人

・事業説明会の実施

・ボランティア登録者　300人

・事業説明会の実施

・事業を委託している社会福祉協議会と共に、登
録数増加をめざす。

・登録していただける可能性がある方が参加する
研修会や行事等を積極的に活用し、制度を広く周
知する。

・活動の場となる受入施設を拡充する。

・事業の概要、活動内容及び利点などについて、
事例等を用いてわかりやすく周知していく必要が
ある。

高齢者自身の社会参加活動を通した介護予防
の促進と活躍の場の拡大及び地域活動・ボラ
ンティア活動の推進を行うことを目的とする
もの。

　地域活動・ボランティア活動に参加する個
人及び団体数を増加させるもの。

ボランティア登
録者数（人）

116 300 300 300

0
0 0

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

ボランティアポイント事業（ボランティア活動に参加しやすいまちづくり）

健康福祉部健康福祉総務課

0

0

計画目標に向け進捗は遅れている4

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部健康福祉総務課　松江市まめなかポイント事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

シルバー人材センター運営費補助金

定年退職後等において、臨時的な就業を通して自己の経験や知識を活かし、自らの生きがいの充実または社
会参加を希望する高齢者に対して就業機会を確保し、高齢者福祉の向上を図るためにシルバー人材センター
の運営費を補助する。
根拠法令等　「松江市高年齢者就業機会確保事業費等補助金交付要綱」

（数値目標の目標年度）
シルバー人材センター加入者数（人）、受託事業契約金額（千円）、派遣事業契約金額（千円）：2027(R9)
年度（第六次中期事業計画（公益社団法人松江市シルバー人材センター作成、計画期間は令和5年度から令
和9年度）における目標値）

補助金交付予定額 31,126千円

会員数 1,000人

受託事業契約金額 331,116千円

派遣事業契約金額 120,483千円

補助金交付予定額　31,177千円

会員数　1,065人

受託事業契約金額　334,921千円
派遣事業契約金額　128,714千円

補助金交付予定額　令和7年11月末
の事業実績に基づき算定するため
未定

会員数　1,100人

受託事業契約金額　341,620千円
派遣事業契約金額　135,149千円

就業先や新規事業等の開拓、人材マッチング等を
行うコーディネーターを配置し、就業機会の拡充
を図る。
また、会員のデジタル化対応を支援するためスマ
ホ教室を開催し、会員専用ホームページでの就業
情報閲覧や情報伝達等の利用拡大をはかる。

高齢者にふさわしい仕事を受注し、会員の希望や
能力に応じた仕事を提供するためには、企業等の
ニーズ把握や人材マッチングを効果的に行う必要
がある。

定年退職後等の高年齢者に対し、自己の経験
や知識を活かした仕事を提供し、生きがい充
実や社会参加の促進を図る。

シルバー人材センター加入者および契約金額
の増

シルバー人材セ
ンター加入者数
（人）

受託事業契約金
額（千円）

派遣事業契約金
額（千円）

1,000

331,116

120,483

1,065

334,921

128,714

1,100

341,620

135,149

1,155

348,452

141,907

31,804
0

0
31,804
31,804 31,816

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

高齢者や障がい者の活躍の場推進事業

4月

5月

10月

3月～

補助金交付申請

第1回補助金交付

第2回補助金交付

清算・実績報告

負担金補助及び交付金 31,816

健康福祉部健康福祉総務課

31,816

639
31,177

31,816

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部健康福祉総務課　シルバー人材センター運営費補助金令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

障がい者の活躍の場づくり推進事業費

○障がいのある方が社会で活躍できるよう、市独自の就労支援策の検討を行う。なお、関係機関との役割整理、意見
聴取、調査等を踏まえ制度を具体化する。
①ハローワークなどの就労支援機関と連携し、本人の特性、能力に合った就労の増、また就労定着が図れる支援策の
検討。
②障がい者雇用が増えるよう企業等への啓発を行う。
③就労を希望する障がいのある人が、本人の希望、障がい特性や能力に適した就労への支援の強化として導入される
「就労選択支援」（令和7年10月施行予定）について、新制度を想定した就労アセスメント（就労能力等の評価）のノ
ウハウを培うため、市内就労支援機関とともに松江市社会福祉審議会障がい者福祉専門分科会の下部会議として「就
労アセスメントワーキングチーム」を設置し、効果的な制度導入を支援する。
（数値目標の目標年度）
項目名：障がい者雇用率（松江）及び障がい者雇用率達成事業所割合（松江）：2029（R11）年度

○「就労アセスメントワーキン
グチーム」を開催し、新制度導
入に伴う市内事業所へのフォロ
ー方策、体制などの検討をおこ
なった。また、チームの取組の
一環として「就労選択支援セミ
ナー」を開催し、地域の障がい
者福祉事業所の他、国の担当官
を招き、新制度に係る最新情報
の共有を行った。
○労働局と協働で、一般・福祉
事業所の意見交換会を開催し、
障がい者雇用に係る相互理解を
図った。

○「就労アセスメントワーキングチー
ム」を開催し、新制度の円滑な導入と
運用に向け、市内事業所へのフォロー
方策の検討や情報共有などを継続して
行う。
○労働局の合同面接会に協力するとと
もに、一般・福祉事業所の意見交換会
を開催し、支援機関等との連携を深め
ながら、障がい者雇用増に取り組む。

○「就労アセスメントワーキング
チーム」を継続して開催し、就労
選択支援事業所のアセスメントケ
ースに係る助言を行うとともに、
運用の中立性を確認し、本人の適
正や希望に沿った適切な支援を確
保する。
○労働局の合同面接会に協力する
とともに、一般・福祉事業所の意
見交換会を開催し、支援機関等と
の連携を深めながら、障がい者雇
用増に取り組む。

・「就労アセスメントワーキングチーム」を継続
し、「就労選択支援」の円滑な導入を図ることで
、障がい者の適性や希望に応じた就労への支援を
強化する。
・国等と連携し、就労マッチングに資する取組み
として、合同面接会、一般・福祉事業所との意見
交換会などを実施する。

○国による障がい雇用に係る法定雇用率の段階的
引き上げに伴い、一層の障がい者雇用が求められ
る状況である。

障がいのある方が、社会の中で就労し自分ら
しく活躍できるよう体制を整える。

求職者の適性にあった就労を、関係機関と連
携して支援する。

障がい者雇用率(
 松江）

障がい者雇用率 
達成事業所割合 
（松江）

2.69

67.5

2.74

68

2.79

68.5

2.9

70

0

0
0 0

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

高齢者や障がい者の活躍の場推進事業

通年

調整中

9月

就労アセスメントワーキングチームの開催

面談会（島根労働局と共催）
一般・福祉事業所の意見交換会（島根労働局と共催）

健康福祉部障がい者福祉課

0

0

0

計画目標に向かって概ね順調2

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部障がい者福祉課　障がい者の活躍の場づくり推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

障がい差別のない共生社会推進事業費

○「松江市障がいのある人もない人も共に住みよいまちづくり条例」の施行（平成28年10月1日）を契機として、障が
いのある人への合理的配慮や障がいの特性等についての理解を促進するために、関係機関や当事者の方と連携して、
講座や研修を開催するとともに、障がい者の雇用や配慮等に理解のある事業所・団体の表彰等を継続して実施してい
くことで「住みよい共生社会の実現」を図るもの。
○なお「松江市手話言語条例」（施行 令和6年12月20日）に基づき、手話への理解、普及に取り組み、障がい理解の
推進及び共生社会の実現を図る。

（数値目標の目標年度）
項目名：出前講座・研修累計参加者数：2026（R8）年度
※「松江市障がいのある人もない人も共に住みよいまちづくり条例」について、この資料では略称「松江市障がい者
差別解消条例」と表記する。

○障がい理解や合理的配慮等について
市報等を活用し周知啓発を実施。
○団体、事業所、学校等で障がい理解
や手話の出前講座を実施。
○松江市障がい者差別解消条例に基づ
く表彰を実施。（企業1団体）
○「障がい理解と共生社会」をテーマ
とした講演会を開催。
○松江市手話言語条例を制定。また条
例制定記念イベントを開催。（3月に親
子向け手話教室と講演会）

【出前講座（手話も含む）】
30回　延1,100人
【あいサポート】
35回　延1,200人

○障がい理解、合理的配慮、手話等に
ついて市報等を活用し周知啓発を行う
。
○団体、事業所、学校等で障がい理解
や手話の出前講座を実施する。
○手話の初心者やこども向けの手話教
室を開催する。
○障がい理解、差別解消などの取組み
が優れている団体、個人を表彰する。

【出前講座（手話も含む）】
25回　延1,000人
【あいサポート】
35回　延1,500人

○障がい理解、合理的配慮、手話
等について市報等を活用し周知啓
発を行う。
○団体、事業所、学校等で障がい
理解や手話の出前講座を実施する
。
○手話の初心者やこども向けの手
話教室を開催する。
○障がい理解、差別解消などの取
組みが優れている団体、個人を表
彰する。

【出前講座（手話も含む）】
25回　延1,000人
【あいサポート】
35回　延1,500人

○引き続き、障がい者支援機関や当事者団体と連
携して、市民、企業、学校等へ障がい理解や差別
解消の普及啓発を図る。併せて、「事業者による
合理的配慮の提供が義務化」の周知を継続する。

○松江市手話言語条例について、市報、手話教室
などを通じ周知を継続する。

○障がいのある人に対する「不当な差別的取扱い
の禁止」や「合理的配慮の提供」について、未だ
十分な意識の醸成が図られてない。より多くの人
に障がい理解や差別解消について周知啓発を図り
、考える機会を作る必要がある。
○「事業者による合理的配慮の提供の義務化」の
浸透は十分ではない。
○松江市手話言語条例の制定から日が浅く、市民
の認知が少ない。

障がいの有無に関わらず、「誰もが住みよい
共生社会のまち　松江」の実現を図るもの。

共生社会の実現には、障がい特性や合理的配
慮についての理解の推進の取組みが重要であ
り、より多くの市民に研修会や出前講座に参
加していただくもの。

出前講座・研修
　累計参加者数
（Ｈ28～） 17,877 20,300 22,000 22,000

948
438

510
948 1,370

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

障がいのある人もない人も共に住みよいまちづくり事業

通年

11月

12月

実施時期調整中

出前講座

障がい者差別解消推進委員会の開催

障がい者週間における周知啓発及び表彰

初心者・こども向け手話教室

報酬

報償費

需用費

委託料

負担金補助及び交付金

195

26

854

285

10

健康福祉部障がい者福祉課

1,370
597

0
773

1,370

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

健康福祉部障がい者福祉課　障がい差別のない共生社会推進事業費令和7年度



事業費計

事
業
の
目
的
と
目
標

項目（成果指標） 目標値

松江市総合計画

基本目標

基本施策

時期 実施内容

本事業に関する主要データ

主要施策

目的（何のために）

事業名

目標（何を達成するのか）

事
業
概
要

事
業
計
画

達成度

数値目標

決算見込 当初予算
事業費

国・県支出金
地方債
その他
一般財源

財源
内訳

歳入合計

課
題

方
向
性

実施内容時期

所属

歳入・歳出の推移(単位：千円)

 

節名称 金額 節名称 金額

総合計画実施計画

まちづくり推進事業費

〈成功事例発表〉地域で既に実践されている先進的な市民活動・地域活動を共有し、他の地域への広がりを
目指し、「まちづくりを考える日」を開催する。
〈地域課題提案〉地域での新たな取り組みや、これまでの市民活動・地域活動の充実化について、多様な団
体が一緒に考え、知恵を出し合う場として、「まちづくりでつながる日」を開催する。

〇まちづくりを考える日の開催
実施日：令和6年7月31日（水）

〇まちづくりでつながる日の開
催実施日：令和7年2月7日（金
）

〇市ホームページなどで情報発
信を行い、市民、町内会・自治
会、NPO、企業、行政などの協
働・連携を促進

〇まちづくりを考える日の開催

〇まちづくりでつながる日の開催

〇市ホームページなどで情報発信を行
い、市民、町内会・自治会、NPO、企業
、行政などの協働・連携を促進

〇まちづくりを考える日の開催

〇まちづくりでつながる日の開催

〇市ホームページなどで情報発信
を行い、市民、町内会・自治会、N
PO、企業、行政などの協働・連携
を促進

〇地域課題の共有を図り、地域の実情や市民活動・地域活動
の大切さを知っていただく。 
〇先進的な取り組みや、ユニークな市民活動・地域活動につ
いて情報共有し、興味・関心をもっていただけるよう促す。

〇町内会・自治会連合会と連携して実施し、町内会などの事
例発表や情報共有の場を設け、市民・地域間交流の活性化や
、参加者の裾野を広げる。
〇市民、町内会・自治会、NPO、企業、行政などがつながる機
会を設け、市民活動・地域活動についての情報共有や、実践
へのきっかけづくりを行う。

〇より多くの市民、NPO、企業などに市民活動・地
域活動を広げていく必要がある。

市民活動・地域活動への市民の参画割合を高
めるため、市民、NPO、企業、行政などが連携
し、活動の裾野を広げる。

市民活動・地域活動を市民、町内会・自治会
、NPO、企業、行政などが共有する仕組みを確
立し、活動への興味・関心・参画意識の醸成
、意欲の増進を図る。

市民活動・地域
活動への市民の
参画割合％

まちづくり推進
事業参加者数

54.8

3,310

65

1,500

65

1,500

65

1,500

1,059
957

0
102

1,059 1,289

ひとづくり

松江市民のモットーは「寛容」

まちづくり推進事業

8月

2月

まちづくりを考える日

まちづくりでつながる日

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

101

4

20

48

400

716

市民部市民生活相談課

1,289
961

0
328

1,289

計画目標に向けて順調に推移1

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6実績見込 R7計画 R8計画

R6 R7

R7スケ
ジュー
ル

R7節別当初予算額内訳（千円）

市民部市民生活相談課　まちづくり推進事業費令和7年度


